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報告第１号 

 

 

処分報告について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、下

記の事項について次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれ

を報告し、承認を求める。 

 

記 

 

令和５年度池田市一般会計補正予算（第１１号） 

 

 

  令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

理  由 

物価高騰対策臨時特別給付金の給付を開始することに伴い、予算化する必

要が生じたので専決処分したものである。 
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専決第１号

　令和５年度池田市の一般会計補正予算（第１１号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ １,３２２,６３３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それ

　ぞれ ４６,４１７,１８３千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は､「第１表  歳入歳

　出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条　繰越明許費の追加は、「第２表  繰越明許費補正」による。

　　令和６年１月３１日　専決処分

令和５年度池田市一般会計補正予算（第１１号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

-
 
3
 
-



-
 
4
 
-



（単位：千円）

事　　　　業　　　　名

3 民生費 1 社会福祉費 物価高騰対策臨時特別給付金給付事業 1,324,155

第２表　繰越明許費補正

款 項 金　　　額

-
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-



 

-
 
6
 
-



報告第１号　　説　　明

歳入歳出補正予算事項別明細書

一 般 会 計 第 １ １ 号

令和５年度
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歳 入-
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歳 出
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一 般 職

給 与 費

区 分
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

共 済 費 合 計

( 1,073 ) 人 千円　 千円　 千円　 千円　 千円　 千円　

( 1,073 ) 人

( 0 ) 人

時 間 外 勤 務 手 当

千円　

179,574  

178,206  

1,368  

比　　　較

職 員 手 当

の 内 訳

区　　 　分 増　　 減　　 事　　 由

補 正 後

　物価高騰対策臨時特別給付金給付事業に伴う増加補 正 前

比 較

632  

0  1,368  0  

1,351,087  8,097,707  

0  0  1,368  1,368  

補 正 前 1,566,632  2,710,184  2,469,804  6,746,620  

補 正 予 算 給 与 費 明 細 書

(   )内は、短時間勤務職員

職  員  数

補 正 後 632  1,566,632  2,710,184  2,471,172  6,747,988  1,351,087  8,099,075  
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参 考 資 料
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（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 義 務 的 経 費 23,236,835     1,368     23,238,203     

人　  件　  費 8,609,417     1,368     8,610,785     

扶　  助　  費 10,771,017     ─  　 10,771,017     

公　  債　  費 3,856,401     ─  　 3,856,401     

 投 資 的 経 費 2,191,330     ─  　 2,191,330     

 そ　   の   　他 19,666,385     1,321,265     20,987,650     

物　  件　  費 8,481,972     131,787     8,613,759     

そ　  の　  他 11,184,413     1,189,478     12,373,891     

45,094,550     1,322,633     46,417,183     

歳 出 性 質 別 表

区 分

合 計

-
 
2
5
 
-



-
 
2
6
 
-



-
 
2
7
 
-



（社会福祉総務費） 

《 物価高騰対策臨時特別給付金給付事業 》 

 

 

１．事業目的 

物価高騰による家計への影響が大きい低所得者を支援するとともに、

定額減税を補足する取組として、臨時・特別の給付金を支給する。  

 

２．対象者及び給付額  

①住民税均等割のみ課税世帯への給付  

 令和５年度における住民税均等割非課税世帯以外の世帯であって、

住民税所得割非課税者のみで構成される世帯の世帯主に対し、１世

帯当たり１０万円を支給する。  

※住民税が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯を除く。 

 

②新たに住民税非課税等となる世帯への給付  

 令和６年度における住民税均等割非課税世帯又は住民税所得割非

課税者のみで構成される世帯の世帯主に対し、１世帯当たり１０万

円を支給する。  

※住民税が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯を除く。 

※令和５年度における住民税均等割非課税世帯又は上記①に該当す

る世帯を除く。  

 

③低所得者の子育て世帯への加算  

 住民税非課税世帯臨時特別給付金（１世帯当たり７万円）又は上

記①・②の支給対象世帯に対し、当該世帯で扶養されている１８歳

以下の児童１人当たり５万円を支給する。  

 

④定額減税しきれないと見込まれる所得水準の方への給付  

 定額減税可能額（納税義務者及び扶養親族１人当たり令和６年分

の所得税３万円、令和６年度分の住民税１万円）が減税前の税額を

上回ると見込まれる所得税・住民税の納税義務者に対し、当該上回

る額を１万円単位で切り上げて算定した額を支給する。  
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３．予  算  額    １，３２４，１５５千円  

 （内 訳） 人 件 費         １，３６８千円  

       需 用 費           ７００千円  

       役 務 費        １９，７４０千円  

       委 託 料       １１１，０００千円  

       使用料及び賃借料        ３４７千円  

       交 付 金     １，１９１，０００千円  

 （財 源） 国庫支出金     １，２６２，６３３千円  

       一 般 財 源        ６１，５２２千円  
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議案第１号 

 

 

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う 

関係条例の整理に関する条例の制定について  

 

 

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

を次のように制定する。 

 

 

令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴い、関係条例の規定の整理を

行うため、本条例を制定するものである。 
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池田市条例第  号 

 

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する

条例（案） 

 

 （池田市監査委員に関する条例の一部改正） 

第１条 池田市監査委員に関する条例（昭和３９年池田市条例第２５号）の一

部を次のように改正する。 

 第５条第１項中「第２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第

３項」に改める。 

 （市立池田病院事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第２条 市立池田病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年池田市条例第２

１号）の一部を次のように改正する。 

 第８条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」

に改める。 

 （池田市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第３条 池田市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１

年池田市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

 第８条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」

に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１号  説  明 

 

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う 

関係条例の整理に関する条例の制定について  

 

 

１ 池田市監査委員に関する条例（昭和３９年池田市条例第２５号）の一部改

正〔第１条関係〕 

引用条項を改めるものであること。 

（第１条中第５条の改正関係） 

２ 市立池田病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年池田市条例第２１号）

の一部改正〔第２条関係〕 

引用条項を改めるものであること。 

（第２条中第８条の改正関係） 

３ 池田市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年池

田市条例第２２号）の一部改正〔第３条関係〕 

引用条項を改めるものであること。 

（第３条中第８条の改正関係） 

４ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。 

（附則関係） 
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議案第１号  参  考 

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

  １ 池田市監査委員に関する条例 

第１条～第４条 （略） 

 （監査請求又は要求による監査） 

第５条 法第７５条第１項、第９８条第２項、第１９９条第６項及び第７項、

第２３５条の２第２項、第２４２条第１項並びに第２４３条の２の２第３項

の規定による監査は、請求又は要求のあった日から７日以内に着手しなけれ

ばならない。ただし、特別の事情のあるときは、この限りでない。 

２ （略） 

第６条～第１２条 （略） 

  ２ 市立池田病院事業の設置等に関する条例 

第１条～第７条 （略） 

 （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第８条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４３条の２の２第８項の規定により病院事業の業務に従事する職員の賠

償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合は、当該賠償責

任に係る賠償額が５００千円以上である場合とする。 

第９条・第１０条 （略） 

  １ 池田市監査委員に関する条例 

第１条～第４条 （略） 

 （監査請求又は要求による監査） 

第５条 法第７５条第１項、第９８条第２項、第１９９条第６項及び第７項、

第２３５条の２第２項、第２４２条第１項並びに第２４３条の２の８第３項

の規定による監査は、請求又は要求のあった日から７日以内に着手しなけれ

ばならない。ただし、特別の事情のあるときは、この限りでない。 

２ （略） 

第６条～第１２条 （略） 

  ２ 市立池田病院事業の設置等に関する条例 

第１条～第７条 （略） 

 （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第８条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４３条の２の８第８項の規定により病院事業の業務に従事する職員の賠

償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合は、当該賠償責

任に係る賠償額が５００千円以上である場合とする。 

第９条・第１０条 （略） 

-
 
3
3
 
-



        改        正        前         改        正        後 

  ３ 池田市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例 

第１条～第７条 （略） 

 （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第８条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４３条の２の２第８項の規定により水道事業又は公共下水道事業の業務

に従事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない

場合は、当該賠償責任に係る賠償額が５００千円以上である場合とする。 

第９条・第１０条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ３ 池田市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例 

第１条～第７条 （略） 

 （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第８条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４３条の２の８第８項の規定により水道事業又は公共下水道事業の業務

に従事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない

場合は、当該賠償責任に係る賠償額が５００千円以上である場合とする。 

第９条・第１０条 （略） 

 

-
 
3
4
 
-



議案第２号 

 

 

池田市個人番号の利用等及び特定個人情報の提供 

に関する条例の一部改正について        

 

 

池田市個人番号の利用等及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

 

 

令和６年２月２８日 提出 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

 

理  由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

の一部改正により、個人番号による情報連携の迅速な実現のため、個人番号

の利用が可能な事務の細部について同法の改正によらず下位法令において定

められるよう整備されたことに伴い、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市個人番号の利用等及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を

改正する条例（案） 

 

池田市個人番号の利用等及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年

池田市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第２条に次の１号を加える。 

(4) 利用特定個人情報 法第１９条第８号に規定する利用特定個人情報をい

う。 

第３条第１項中「法別表第１」を「法別表」に改め、同条第２項中「法別表

第２の第４欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定個人情報」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日又は行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の

施行の日のいずれか遅い日から施行する。 
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議案第２号  説  明 

 

池田市個人番号の利用等及び特定個人情報の提供 

に関する条例の一部改正について        

 

１ 用語の定義を整備するものであること。 

（第２条の改正関係） 

２ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成２５年法律第２７号）の規定の引用等を整理するものであること。 

（第３条の改正関係） 

３ この条例は、公布の日又は行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）

の施行の日のいずれか遅い日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第２号  参  考 

池田市個人番号の利用等及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条 （略） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1)～(3) （略） 

 

 

 （個人番号の利用等） 

第３条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げる執行

機関が行う同表の右欄に掲げる事務及び市長又は教育委員会が行う法別表第

１の下欄に掲げる事務とする。 

２ 市長又は教育委員会は、前項に規定する事務を処理するために必要な限度

で、法別表第２の第４欄に掲げる特定個人情報のほか、規則で定める特定個

人情報であって自ら保有するものを利用することができる。ただし、法の規

定により、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務

実施者から当該特定個人情報の提供を受けることができる場合は、この限り

でない。 

第１条 （略） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1)～(3) （略） 

(4) 利用特定個人情報 法第１９条第８号に規定する利用特定個人情報をい

う。 

 （個人番号の利用等） 

第３条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げる執行

機関が行う同表の右欄に掲げる事務及び市長又は教育委員会が行う法別表の

下欄に掲げる事務とする。 

２ 市長又は教育委員会は、前項に規定する事務を処理するために必要な限度

で、利用特定個人情報のほか、規則で定める特定個人情報であって自ら保有

するものを利用することができる。ただし、法の規定により、情報提供ネッ

トワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人

情報の提供を受けることができる場合は、この限りでない。 

 

-
 
3
8
 
-



        改        正        前         改        正        後 

３ （略） 

第４条・第５条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ （略） 

第４条・第５条 （略） 

 

-
 
3
9
 
-



議案第３号 

 

 

池田市印鑑条例の一部改正について 

 

 

池田市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和６年２月２８日 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

 

 

理  由 

印鑑登録証明書の交付申請について、個人番号カードを提示して書面によ

り行う方法及び移動端末設備を使用して専用の端末機により行う方法を定め

るため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市印鑑条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市印鑑条例（昭和５１年池田市条例第２１号）の一部を次のように改正

する。 

第１４条第１項中「書面により印鑑登録証を添えて」を「印鑑登録証又は個

人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カー

ドをいう。以下同じ。）を提示して書面により」に改め、同条第２項中「申請

に」を「場合に」に、「添えて申請がなされたときは、当該申請は」を「提示

してなされた申請は、」に改め、同条第３項中「自ら本市」を「本市」に、

「端末機に」を「端末機において、自ら」に、「行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２

条第７項に規定する個人番号カードをいう。以下この項において同じ」を「電

子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成

１４年法律第１５３号。以下「公的個人認証法」という。）第２２条第１項に

規定する個人番号カード用利用者証明用電子証明書が記録されているものに限

る。）又は電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２条の２第４項第

２号ロに規定する移動端末設備（公的個人認証法第３５条の２第１項に規定す

る移動端末設備用利用者証明用電子証明書が記録された電磁的記録媒体が組み

込まれたものに限る」に、「（個人番号カードの不正な使用を防止するため暗

証として登録されたアラビア数字をいう。）」を「の入力」に、「事項を入力

する」を「操作をする」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次

の１項を加える。 

３ 第１項の場合において、個人番号カードを提示して申請をする印鑑登録者
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は、自ら行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に規定する個人番号、個人番号カード、特定個人情報の提供等に関す

る命令（平成２６年総務省令第８５号）第３３条第５項の規定による入力を

行わなければならない。 

第１６条中「の一」を「のいずれか」に改め、同条第１号を次のように改め

る。 

(1) 第１４条第１項の規定による申請において、印鑑登録証又は個人番号カ

ードの提示がないとき。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第３号  説  明 

 

池田市印鑑条例の一部改正について 

 

１ 窓口における書面による印鑑登録証明書の交付申請について、従来の印鑑

登録証の提示によるほか、個人番号カードの提示でも行うことができること

とするものであること。また、コンビニエンスストア等に設置された専用の

端末機における印鑑登録証明書の交付申請について、従来の個人番号カード

によるほか、利用者証明用電子証明書が記録された電磁的記録媒体が組み込

まれた移動端末設備（スマートフォン）でも行うことができることとするも

のであること。 

（第１４条の改正関係） 

２ １に伴う規定の整備を行うものであること。 

（第１６条の改正関係） 

３ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第３号  参  考 

池田市印鑑条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条～第１３条 （略） 

（印鑑登録証明書の交付申請） 

第１４条 印鑑登録者は、印鑑登録証明書の交付を受けようとするときは、書

面により印鑑登録証を添えて市長に申請しなければならない。 

 

 

 

２ 前項の申請において、印鑑登録者以外の者により印鑑登録証を添えて申請

がなされたときは、当該申請は印鑑登録者の授権による代理人の申請とみな

す。 

 

 

 

 

 

３ 第１項の規定にかかわらず、印鑑登録者は、自ら本市の電子計算機と電気

通信回路で接続された専用の端末機に個人番号カード（行政手続における特

第１条～第１３条 （略） 

（印鑑登録証明書の交付申請） 

第１４条 印鑑登録者は、印鑑登録証明書の交付を受けようとするときは、印

鑑登録証又は個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規

定する個人番号カードをいう。以下同じ。）を提示して書面により市長に申

請しなければならない。 

２ 前項の場合において、印鑑登録者以外の者により印鑑登録証を提示してな

された申請は、印鑑登録者の授権による代理人の申請とみなす。 

 

３ 第１項の場合において、個人番号カードを提示して申請をする印鑑登録者

は、自ら行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に規定する個人番号、個人番号カード、特定個人情報の提供等に関す

る命令（平成２６年総務省令第８５号）第３３条第５項の規定による入力を

行わなければならない。 

４ 第１項の規定にかかわらず、印鑑登録者は、本市の電子計算機と電気通信

回路で接続された専用の端末機において、自ら個人番号カード（電子署名等

-
 
4
4
 
-



        改        正        前         改        正        後 

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２

７号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。以下この項において

同じ。）を使用して暗証番号（個人番号カードの不正な使用を防止するため

暗証として登録されたアラビア数字をいう。）その他必要な事項を入力する

ことにより、印鑑登録証明書の交付の申請を行うことができる。 

 

 

 

第１５条 （略） 

（印鑑登録証明の拒否） 

第１６条 市長は、次の各号の一に該当する場合は、印鑑登録の証明を行わな

い。 

(1) 印鑑登録証の提出がないとき（第１４条第３項の規定により専用端末機

による印鑑登録証明書の交付の申請を行った場合を除く。）。 

(2)・(3) （略） 

第１７条～第２１条 （略） 

 

 

 

に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成１４年

法律第１５３号。以下「公的個人認証法」という。）第２２条第１項に規定

する個人番号カード用利用者証明用電子証明書が記録されているものに限

る。）又は電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２条の２第４項

第２号ロに規定する移動端末設備（公的個人認証法第３５条の２第１項に規

定する移動端末設備用利用者証明用電子証明書が記録された電磁的記録媒体

が組み込まれたものに限る。）を使用して暗証番号の入力その他必要な操作

をすることにより、印鑑登録証明書の交付の申請を行うことができる。 

第１５条 （略） 

（印鑑登録証明の拒否） 

第１６条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、印鑑登録の証明を

行わない。 

(1) 第１４条第１項の規定による申請において、印鑑登録証又は個人番号カ

ードの提示がないとき。 

(2)・(3) （略） 

第１７条～第２１条 （略） 

 

-
 
4
5
 
-



議案第４号 

 

 

池田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

の一部改正について                  

 

 

池田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例を次のように定める。 

 

 

令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

地方自治法の一部を改正する法律の施行を踏まえ会計年度任用職員の勤勉

手当を支給することについて定めるとともに、期末手当の支給要件について

所要の整備を行うため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例（案） 

 

池田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年池田市

条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。 

第３条第１項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改め、同

条第２項中「申し出」を「申出」に改め、「前項の」及び「並びに通勤手当、

期末手当」を削る。 

第４条第１号中「第５２条」を「第５２条第１項」に改める。 

第１４条第１項中「及び次条において」を「から第１６条までにおいて」に

改め、「（任命権者を同じくするものに限る。第３項及び第４項並びに第２４

条において同じ。）」を削り、「の者」を「である者で規則で定めるもの」に

改め、「この項」の次に「及び次項」を、「対して、」の次に「それぞれ」を

加え、「以下この条及び次条並びに」を「次条及び」に改め、同条第２項中

「現在（退職し、又は死亡した」を「（前項後段の」に、「現在）」を「。次

項及び第４項において同じ。）」に改め、「この条例の適用を受ける」を削り、

「として」を「（地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１５条第１

項に規定する企業職員である会計年度任用職員を含む。次項及び第４項並びに

第２６条第３項及び第４項において同じ。）として」に改め、同条第３項中

「任期の定めが６か月に」を「基準日における任用に係る任期の定めが６か月

に」に、「１会計年度」を「うち、当該基準日の属する会計年度」に、「に至

ったときは、当該フルタイム会計年度任用職員は、当該会計年度において、第

１項に規定する」を「であるものは、前２項の規定の適用については、当該基
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準日において」に、「の者」を「である者」に改め、同条第４項を次のように

改める。 

４ ６月の期末手当に係る基準日における任用に係る任期の定めが６か月に満

たないフルタイム会計年度任用職員（当該６月の期末手当の支給について前

項の規定の適用を受ける者を除く。）のうち、当該基準日の属する会計年度

の前会計年度（以下この項において「前会計年度」という。）の末日まで会

計年度任用職員として任用があり、同日の翌日に会計年度任用職員として任

用があったもので、当該基準日の属する会計年度内における会計年度任用職

員としての任期の定めと当該前会計年度の末日における任用に係る会計年度

任用職員としての任期の定めの合計が６か月以上であるものは、第１項及び

第２項の規定の適用については、当該基準日において任期の定めが６か月以

上である者とみなす。 

第１４条第５項中「に規定する」を「の規定による期末手当の額の算定にお

ける」に改める。 

第３２条を第３７条とする。 

第３１条中「第１７条」を「第１９条」に改め、同条を第３６条とし、第３

０条を第３５条とし、第２９条を第３４条とし、第２８条を第３３条とし、第

２７条を第３１条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（勤勉手当の支給総額の限度） 

第３２条 会計年度任用職員に支給する勤勉手当の総額は、次に掲げる額の合

計額を超えてはならない。 

(1) 第１７条第２項に規定する勤勉手当基礎額に１００分の１０２．５を乗

じて得た額の総額 

(2) 第２８条第２項に規定する勤勉手当基礎額に１００分の１０２．５を乗

じて得た額の総額 

第２６条を第３０条とする。 
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第２５条中「、パートタイム会計年度任用職員」の次に「の期末手当」を加

え、「第２４条第１項において準用する前条第１項」を「第２６条第１項」と、

同条第１号中「基準日から」とあるのは「基準日（第２６条第１項に規定する

基準日をいう。以下この条及び次条において同じ。）から」と、「支給日」と

あるのは「支給日（同項に規定する規則で定める日をいう。以下この条及び次

条において同じ。）」に、「の規定中」を「及び第１６条第１項中」に改め、

「、第１６条第１項中「フルタイム会計年度任用職員」とあるのは「パートタ

イム会計年度任用職員」と」を削り、同条を第２７条とし、同条の次に次の２

条を加える。 

（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第２８条 勤勉手当は、基準日（６月の支給にあっては６月１日、１２月の支

給にあっては１２月１日をいう。以下この項及び次項において同じ。）にそ

れぞれ在職するパートタイム会計年度任用職員（任期の定めが６か月以上で

ある者で規則で定めるものに限り、１週間当たりの勤務時間が著しく少ない

者として規則で定める者を除く。以下この項及び次項において同じ。）に対

し、その者の勤務成績に応じて、それぞれ基準日の属する月の規則で定める

日に支給する。基準日前１か月以内に退職し、又は死亡したパートタイム会

計年度任用職員についても同様とする。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額（基準日（前項後段のパートタイム会計

年度任用職員にあっては、退職し、又は死亡した日）においてパートタイム

会計年度任用職員が受けるべき報酬の月額（日額又は時間額により報酬を定

められた者にあっては、１週間当たりの報酬額（日額により報酬を定められ

た者にあってはその日額に１週間当たりの勤務日数を、時間額により報酬を

定められた者にあってはその時間額に１週間当たりの勤務時間を乗じて得た

額をいう。）に４を乗じて得た額）をいう。）に規則で定める割合を乗じて

得た額とする。 
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３ 第２６条第３項及び第４項の規定は、前２項の規定の適用について準用す

る。この場合において、同条第３項中「基準日における」とあるのは「基準

日（第２８条第１項に規定する基準日（同項後段のパートタイム会計年度任

用職員にあっては、退職し、又は死亡した日）をいう。以下この項及び次項

において同じ。）における」と、「前２項」とあるのは「同条第１項及び第

２項」と、同条第４項中「期末手当」とあるのは「勤勉手当」と、「前項」

とあるのは「第２８条第３項において準用する前項」と、「第１項」とある

のは「同条第１項」と読み替えるものとする。 

（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当に係る支給制限及び一時差止処

分についての準用） 

第２９条 第１５条及び第１６条の規定は、パートタイム会計年度任用職員の

勤勉手当について準用する。この場合において、第１５条中「前条第１項」

とあるのは「第２８条第１項」と、同条各号列記以外の部分及び第４号並び

に第１６条第１項各号列記以外の部分及び第２号、第２項、第５項第３号並

びに第６項中「期末手当」とあるのは「勤勉手当」と、第１５条第１号中

「基準日から」とあるのは「基準日（第２８条第１項に規定する基準日をい

う。以下この条及び次条において同じ。）から」と、「支給日」とあるのは

「支給日（同項に規定する規則で定める日をいう。以下この条及び次条にお

いて同じ。）」と、同条各号及び第１６条第１項中「フルタイム会計年度任

用職員」とあるのは「パートタイム会計年度任用職員」と読み替えるものと

する。 

第２４条第１項を次のように改める。 

期末手当は、基準日（６月の支給にあっては６月１日、１２月の支給にあ

っては１２月１日をいう。以下この条において同じ。）にそれぞれ在職する

パートタイム会計年度任用職員（任期の定めが６か月以上である者で規則で

定めるものに限り、１週間当たりの勤務時間が著しく少ない者として規則で
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定める者を除く。以下この項及び次項において同じ。）に対して、それぞれ

基準日の属する月の規則で定める日に支給する。基準日前１か月以内に退職

し、又は死亡したパートタイム会計年度任用職員についても同様とする。 

第２４条第３項を削り、同条第２項中「任期の定めが６か月に」を「基準日

における任用に係る任期の定めが６か月に」に、「１会計年度」を「うち、当

該基準日の属する会計年度」に、「に至ったときは、当該パートタイム会計年

度任用職員は、当該会計年度において、前項に規定する」を「であるものは、

前２項の規定の適用については、当該基準日において」に、「のパートタイム

会計年度任用職員」を「である者」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１

項の次に次の１項を加える。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額（基準日（前項後段のパートタイム会計

年度任用職員にあっては、退職し、又は死亡した日。次項及び第４項におい

て同じ。）においてパートタイム会計年度任用職員が受けるべき報酬の月額

（日額又は時間額により報酬を定められた者にあっては、１週間当たりの報

酬額（日額により報酬を定められた者にあってはその日額に１週間当たりの

勤務日数を、時間額により報酬を定められた者にあってはその時間額に１週

間当たりの勤務時間を乗じて得た額をいう。）に４を乗じて得た額）をい

う。）に１００分の１２０を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間

におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。 

(1) ６か月 １００分の１００ 

(2) ５か月以上６か月未満 １００分の８０ 

(3) ３か月以上５か月未満 １００分の６０ 

(4) ３か月未満 １００分の３０ 

第２４条に次の２項を加える。 

４ ６月の期末手当に係る基準日における任用に係る任期の定めが６か月に満
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たないパートタイム会計年度任用職員（当該６月の期末手当の支給について

前項の規定の適用を受ける者を除く。）のうち、当該基準日の属する会計年

度の前会計年度（以下この項において「前会計年度」という。）の末日まで

会計年度任用職員として任用があり、同日の翌日に会計年度任用職員として

任用があったもので、当該基準日の属する会計年度内における会計年度任用

職員としての任期の定めと当該前会計年度の末日における任用に係る会計年

度任用職員としての任期の定めの合計が６か月以上であるものは、第１項及

び第２項の規定の適用については、当該基準日において任期の定めが６か月

以上である者とみなす。 

５ 第２項の規定による期末手当の額の算定における在職期間の算定について

必要な事項は、規則で定める。 

第２４条を第２６条とし、第２３条を第２５条とする。 

第２２条中「第１７条第２項」を「第１９条第２項」に改め、同条を第２４

条とする。 

第２１条中「第２２条」を「次条」に改め、同条を第２３条とする。 

第２０条中「第２２条」を「第２４条」に改め、同条を第２２条とする。 

第１９条第１項中「第２１条」を「第２３条」に改め、同条第２項中「第２

２条」を「第２４条」に改め、同項第１号中「第２１条」を「第２３条」に改

め、同条第３項ただし書中「第２１条」を「第２３条」に、「第２２条」を

「第２４条」に改め、同条第４項中「第２２条」を「第２４条」に改め、同条

を第２１条とし、第１８条を第２０条とし、第１７条を第１９条とし、第１６

条の次に次の２条を加える。 

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第１７条 勤勉手当は、基準日（６月の支給にあっては６月１日、１２月の支

給にあっては１２月１日をいう。以下この項及び次項において同じ。）にそ

れぞれ在職するフルタイム会計年度任用職員（任期の定めが６か月以上であ
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る者で規則で定めるものに限る。以下この項及び次項において同じ。）に対

し、その者の勤務成績に応じて、それぞれ基準日の属する月の規則で定める

日に支給する。基準日前１か月以内に退職し、又は死亡したフルタイム会計

年度任用職員についても同様とする。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額（基準日（前項後段のフルタイム会計年

度任用職員にあっては、退職し、又は死亡した日）においてフルタイム会計

年度任用職員が受けるべき給料及び地域手当の月額の合計額をいう。）に規

則で定める割合を乗じて得た額とする。 

３ 第１４条第３項及び第４項の規定は、前２項の規定の適用について準用す

る。この場合において、同条第３項中「基準日における」とあるのは「基準

日（第１７条第１項に規定する基準日（同項後段のフルタイム会計年度任用

職員にあっては、退職し、又は死亡した日）をいう。以下この項及び次項に

おいて同じ。）における」と、「前２項」とあるのは「同条第１項及び第２

項」と、同条第４項中「期末手当」とあるのは「勤勉手当」と、「前項」と

あるのは「第１７条第３項において準用する前項」と、「第１項」とあるの

は「同条第１項」と読み替えるものとする。 

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当に係る支給制限及び一時差止処分

についての準用） 

第１８条 第１５条及び第１６条の規定は、フルタイム会計年度任用職員の勤

勉手当について準用する。この場合において、第１５条中「前条第１項」と

あるのは「第１７条第１項」と、同条各号列記以外の部分及び第４号並びに

第１６条第１項各号列記以外の部分及び第２号、第２項、第５項第３号並び

に第６項中「期末手当」とあるのは「勤勉手当」と、第１５条第１号中「基

準日から」とあるのは「基準日（第１７条第１項に規定する基準日をいう。

以下この条及び次条において同じ。）から」と、「支給日」とあるのは「支

給日（同項に規定する規則で定める日をいう。以下この条及び次条において
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同じ。）」と読み替えるものとする。 

別表第２中「第１７条」を「第１９条」に改める。 

別表第３中「第１７条、第２２条」を「第１９条、第２４条」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

２ 職員の育児休業等に関する条例（平成４年池田市条例第２号）の一部を次

のように改正する。 

第７条第１項中「単に」を削り、「第１４条第１項」の次に「又は第２６

条第１項」を加え、同条第２項中「第１４条第１項」を「第１７条第１項又

は第２８条第１項」に改め、「（会計年度任用職員を除く。次条において同

じ。）」を削る。 

第８条中「した職員」の次に「（会計年度任用職員を除く。以下この条に

おいて同じ。）」を加える。 

第２１条第３項中「第２３条」を「第２５条」に、「第２２条に」を「第

２４条に」に、「同法第２２条の２第１項第２号」を「同項第２号」に改め

る。 

（職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

３ 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和２７年池田市条例第２号）

の一部を次のように改正する。 

第４条第２項中「第１７条」を「第１９条」に改める。 
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議案第４号  説  明 

 

池田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

の一部改正について                  

 

１ 会計年度任用職員の給与の種類に勤勉手当を加えるものであること。 

（第２条の改正関係） 

２ 会計年度任用職員の給与の支給方法について、勤勉手当に係る所要の整備

を行うものであること。 

（第３条の改正関係） 

３ 文言の整理を行うものであること。 

（第４条の改正関係） 

４ フルタイム会計年度任用職員の期末手当の支給要件について、所要の整備

を行うものであること。 

（第１４条の改正関係） 

５ フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当並びにその支給制限及び一時差止

処分について定めるものであること。 

（第１６条の次に２条を加える改正関係） 

６ 引用条項の整理を行うものであること。 

（第１９条を改め第２１条とする改正関係、第２０条を改め第２２条 

とする改正関係、第２１条を改め第２３条とする改正関係、第２２条 

を改め第２４条とする改正関係及び第３１条を改め第３６条とする 

改正関係並びに別表第２及び別表第３の改正関係） 

７ パートタイム会計年度任用職員の期末手当の支給要件について、所要の整

備を行うものであること。 

（第２４条を改め第２６条とする改正関係） 
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８ 引用条項の整理その他所要の規定の整備を行うものであること。 

（第２５条を改め第２７条とする改正関係） 

９ パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当並びにその支給制限及び一時差

止処分について定めるものであること。 

（第２５条を第２７条とし、同条の次に２条を加える改正関係） 

１０ 会計年度任用職員の勤勉手当の支給総額の限度について定めるものであ

ること。 

（第２７条を第３１条とし、同条の次に１条を加える改正関係） 

１１ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。また、関

係条例の規定の整備を行うものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第４号  参  考 

池田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

  １ 池田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

第１条 （略） 

（給与） 

第２条 この条例において「給与」とは、法第２２条の２第１項第２号に掲げ

る職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）にあっては給料、

地域手当、通勤手当、時間外勤務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当及び期

末手当をいい、同項第１号に掲げる職員（以下「パートタイム会計年度任用

職員」という。）にあっては報酬及び期末手当をいう。 

 

（給与の支給） 

第３条 給与（通勤手当及び期末手当を除く。）は、月１回、規則で定める日

に、当該日の属する月の前月の初日から末日までの間における勤務に対して

支給する。 

２ 会計年度任用職員から申し出があったときは、前項の給与並びに通勤手

当、期末手当及び費用弁償の全部又は一部を当該会計年度任用職員の預金又

は貯金への振込みの方法によって支払うことができる。 

（給与からの控除） 

１ 池田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

第１条 （略） 

（給与） 

第２条 この条例において「給与」とは、法第２２条の２第１項第２号に掲げ

る職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）にあっては給料、

地域手当、通勤手当、時間外勤務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、期末

手当及び勤勉手当をいい、同項第１号に掲げる職員（以下「パートタイム会

計年度任用職員」という。）にあっては報酬、期末手当及び勤勉手当をい

う。 

（給与の支給） 

第３条 給与（通勤手当、期末手当及び勤勉手当を除く。）は、月１回、規則

で定める日に、当該日の属する月の前月の初日から末日までの間における勤

務に対して支給する。 

２ 会計年度任用職員から申出があったときは、給与及び費用弁償の全部又は

一部を当該会計年度任用職員の預金又は貯金への振込みの方法によって支払

うことができる。 

（給与からの控除） 
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        改        正        前         改        正        後 

第４条 会計年度任用職員に支給する給与から控除するものは、法令に別段の

定めがあるもののほか、次に掲げるものとする。 

(1) 法第５２条に規定する職員団体があっせんする購買物品の代金、その構

成員たる会計年度任用職員から徴収する団体本来の運営に要する経常的な

職員団体費、労働金庫の預金及び諸貸付金の返済金 

(2)～(4) （略） 

第５条～第１３条 （略） 

（フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１４条 期末手当は、基準日（６月の支給にあっては６月１日、１２月の支

給にあっては１２月１日をいう。以下この条及び次条において同じ。）にそ

れぞれ在職するフルタイム会計年度任用職員（任期（任命権者を同じくする

ものに限る。第３項及び第４項並びに第２４条において同じ。）の定めが６

か月以上の者に限る。以下この項において同じ。）に対して、基準日の属す

る月の規則で定める日（以下この条及び次条並びに第１６条第１項において

「支給日」という。）に支給する。基準日前１か月以内に退職し、又は死亡

したフルタイム会計年度任用職員についても同様とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額（基準日現在（退職し、又は死亡したフ

ルタイム会計年度任用職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在）にお

いてフルタイム会計年度任用職員が受けるべき給料及び地域手当の月額の合

第４条 会計年度任用職員に支給する給与から控除するものは、法令に別段の

定めがあるもののほか、次に掲げるものとする。 

(1) 法第５２条第１項に規定する職員団体があっせんする購買物品の代金、

その構成員たる会計年度任用職員から徴収する団体本来の運営に要する経

常的な職員団体費、労働金庫の預金及び諸貸付金の返済金 

(2)～(4) （略） 

第５条～第１３条 （略） 

（フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１４条 期末手当は、基準日（６月の支給にあっては６月１日、１２月の支

給にあっては１２月１日をいう。以下この条から第１６条までにおいて同

じ。）にそれぞれ在職するフルタイム会計年度任用職員（任期の定めが６か

月以上である者で規則で定めるものに限る。以下この項及び次項において同

じ。）に対して、それぞれ基準日の属する月の規則で定める日（次条及び第

１６条第１項において「支給日」という。）に支給する。基準日前１か月以

内に退職し、又は死亡したフルタイム会計年度任用職員についても同様とす

る。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額（基準日（前項後段のフルタイム会計年

度任用職員にあっては、退職し、又は死亡した日。次項及び第４項において

同じ。）においてフルタイム会計年度任用職員が受けるべき給料及び地域手

-
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        改        正        前         改        正        後 

計額をいう。）に１００分の１２０を乗じて得た額に、基準日以前６か月以

内の期間におけるその者の在職期間（この条例の適用を受ける会計年度任用

職員として在職した期間をいう。以下同じ。）の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

 

 

(1)～(4) （略） 

３ 任期の定めが６か月に満たないフルタイム会計年度任用職員の１会計年度

内における会計年度任用職員としての任期の定めの合計が６か月以上に至っ

たときは、当該フルタイム会計年度任用職員は、当該会計年度において、第

１項に規定する任期の定めが６か月以上の者とみなす。 

 

４ ６月に期末手当を支給する場合において、当該支給日の属する会計年度の

前会計年度（以下この項及び第２４条第３項において「前会計年度」とい

う。）の末日まで会計年度任用職員として任用され、同日の翌日にフルタイ

ム会計年度任用職員として任用された者の任期（６か月未満のものに限

る。）の定めとその者の前会計年度における任期（前会計年度の末日を含む

期間の任用に係るものに限る。）の定めとの合計が６か月以上に至ったとき

は、第１項に規定する任期の定めが６か月以上の者とみなす。 

当の月額の合計額をいう。）に１００分の１２０を乗じて得た額に、基準日

以前６か月以内の期間におけるその者の在職期間（会計年度任用職員（地方

公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１５条第１項に規定する企業職

員である会計年度任用職員を含む。次項及び第４項並びに第２６条第３項及

び第４項において同じ。）として在職した期間をいう。以下同じ。）の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) （略） 

３ 基準日における任用に係る任期の定めが６か月に満たないフルタイム会計

年度任用職員のうち、当該基準日の属する会計年度内における会計年度任用

職員としての任期の定めの合計が６か月以上であるものは、前２項の規定の

適用については、当該基準日において任期の定めが６か月以上である者とみ

なす。 

４ ６月の期末手当に係る基準日における任用に係る任期の定めが６か月に満

たないフルタイム会計年度任用職員（当該６月の期末手当の支給について前

項の規定の適用を受ける者を除く。）のうち、当該基準日の属する会計年度

の前会計年度（以下この項において「前会計年度」という。）の末日まで会

計年度任用職員として任用があり、同日の翌日に会計年度任用職員として任

用があったもので、当該基準日の属する会計年度内における会計年度任用職

員としての任期の定めと当該前会計年度の末日における任用に係る会計年度
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

５ 第２項に規定する在職期間の算定について必要な事項は、規則で定める。 

 

第１５条・第１６条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

任用職員としての任期の定めの合計が６か月以上であるものは、第１項及び

第２項の規定の適用については、当該基準日において任期の定めが６か月以

上である者とみなす。 

５ 第２項の規定による期末手当の額の算定における在職期間の算定について

必要な事項は、規則で定める。 

第１５条・第１６条 （略） 

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第１７条 勤勉手当は、基準日（６月の支給にあっては６月１日、１２月の支

給にあっては１２月１日をいう。以下この項及び次項において同じ。）にそ

れぞれ在職するフルタイム会計年度任用職員（任期の定めが６か月以上であ

る者で規則で定めるものに限る。以下この項及び次項において同じ。）に対

し、その者の勤務成績に応じて、それぞれ基準日の属する月の規則で定める

日に支給する。基準日前１か月以内に退職し、又は死亡したフルタイム会計

年度任用職員についても同様とする。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額（基準日（前項後段のフルタイム会計年

度任用職員にあっては、退職し、又は死亡した日）においてフルタイム会計

年度任用職員が受けるべき給料及び地域手当の月額の合計額をいう。）に規

則で定める割合を乗じて得た額とする。 

３ 第１４条第３項及び第４項の規定は、前２項の規定の適用について準用す

-
 
6
0
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１７条・第１８条 （略） 

る。この場合において、同条第３項中「基準日における」とあるのは「基準

日（第１７条第１項に規定する基準日（同項後段のフルタイム会計年度任用

職員にあっては、退職し、又は死亡した日）をいう。以下この項及び次項に

おいて同じ。）における」と、「前２項」とあるのは「同条第１項及び第２

項」と、同条第４項中「期末手当」とあるのは「勤勉手当」と、「前項」と

あるのは「第１７条第３項において準用する前項」と、「第１項」とあるの

は「同条第１項」と読み替えるものとする。 

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当に係る支給制限及び一時差止処分

についての準用） 

第１８条 第１５条及び第１６条の規定は、フルタイム会計年度任用職員の勤

勉手当について準用する。この場合において、第１５条中「前条第１項」と

あるのは「第１７条第１項」と、同条各号列記以外の部分及び第４号並びに

第１６条第１項各号列記以外の部分及び第２号、第２項、第５項第３号並び

に第６項中「期末手当」とあるのは「勤勉手当」と、第１５条第１号中「基

準日から」とあるのは「基準日（第１７条第１項に規定する基準日をいう。

以下この条及び次条において同じ。）から」と、「支給日」とあるのは「支

給日（同項に規定する規則で定める日をいう。以下この条及び次条において

同じ。）」と読み替えるものとする。 

第１９条・第２０条 （略） 
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        改        正        前         改        正        後 

（パートタイム会計年度任用職員の時間外勤務に係る報酬） 

第１９条 パートタイム会計年度任用職員について定められた勤務時間（以下

この条から第２１条までにおいて「正規の勤務時間」という。）を超えて勤

務することを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、正規の勤務時

間を超えて勤務した全時間に対して、時間外勤務に係る報酬を支給する。 

２ 前項に規定する時間外勤務に係る報酬の額は、勤務１時間につき、第２２

条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に正規の勤務時間を超えてした次に

掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ１００分の１２５から１００分の１５０

までの範囲内で規則で定める割合（その勤務が午後１０時から翌日の午前５

時までの間である場合は、その割合に１００分の２５を加算した割合）を乗

じて得た額とする。ただし、パートタイム会計年度任用職員が第１号に掲げ

る勤務で正規の勤務時間を超えてしたもののうち、その勤務の時間とその勤

務をした日における正規の勤務時間との合計が７時間４５分に達するまでの

間の勤務に対しては、同条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に１００分

の１００（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合

は、１００分の１２５）を乗じて得た額とする。 

(1) 正規の勤務時間が割り振られた日（第２１条の規定により正規の勤務時

間中に勤務したパートタイム会計年度任用職員に休日勤務に係る報酬が支

給されることとなる日を除く。）における勤務 

（パートタイム会計年度任用職員の時間外勤務に係る報酬） 

第２１条 パートタイム会計年度任用職員について定められた勤務時間（以下

この条から第２３条までにおいて「正規の勤務時間」という。）を超えて勤

務することを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、正規の勤務時

間を超えて勤務した全時間に対して、時間外勤務に係る報酬を支給する。 

２ 前項に規定する時間外勤務に係る報酬の額は、勤務１時間につき、第２４

条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に正規の勤務時間を超えてした次に

掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ１００分の１２５から１００分の１５０

までの範囲内で規則で定める割合（その勤務が午後１０時から翌日の午前５

時までの間である場合は、その割合に１００分の２５を加算した割合）を乗

じて得た額とする。ただし、パートタイム会計年度任用職員が第１号に掲げ

る勤務で正規の勤務時間を超えてしたもののうち、その勤務の時間とその勤

務をした日における正規の勤務時間との合計が７時間４５分に達するまでの

間の勤務に対しては、同条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に１００分

の１００（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合

は、１００分の１２５）を乗じて得た額とする。 

(1) 正規の勤務時間が割り振られた日（第２３条の規定により正規の勤務時

間中に勤務したパートタイム会計年度任用職員に休日勤務に係る報酬が支

給されることとなる日を除く。）における勤務 
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(2) （略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、週休日の振替（パートタイム会計年度任用職

員について定められた週休日において特に勤務することを命ずる必要がある

場合に、当該パートタイム会計年度任用職員について定められた勤務日を週

休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時間を当該勤務することを命

ずる必要がある日に割り振ることをいう。以下この項において同じ。）によ

り、あらかじめ割り振られた１週間の正規の勤務時間（以下この項において

「割振り変更前の正規の勤務時間」という。）を超えて勤務することを命ぜ

られたパートタイム会計年度任用職員の当該割振り変更前の正規の勤務時間

を超えて勤務した時間は、正規の勤務時間に勤務したものとみなして報酬を

支給する。ただし、週休日の振替により勤務することを命ぜられた日の属す

る週における勤務時間が３８時間４５分を超える場合にあっては、当該３８

時間４５分を超えて勤務した全時間（第２１条の規定により休日勤務に係る

報酬が支給されることとなる時間を除く。）に対して、勤務１時間につき、

第２２条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に１００分の１２５から１０

０分の１５０までの範囲内で規則で定める割合を乗じて得た額を時間外勤務

に係る報酬として支給する。 

４ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ、正規の勤務時間を超え

て勤務した時間（前項本文に規定する時間を除く。）が１か月について６０

(2) （略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、週休日の振替（パートタイム会計年度任用職

員について定められた週休日において特に勤務することを命ずる必要がある

場合に、当該パートタイム会計年度任用職員について定められた勤務日を週

休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時間を当該勤務することを命

ずる必要がある日に割り振ることをいう。以下この項において同じ。）によ

り、あらかじめ割り振られた１週間の正規の勤務時間（以下この項において

「割振り変更前の正規の勤務時間」という。）を超えて勤務することを命ぜ

られたパートタイム会計年度任用職員の当該割振り変更前の正規の勤務時間

を超えて勤務した時間は、正規の勤務時間に勤務したものとみなして報酬を

支給する。ただし、週休日の振替により勤務することを命ぜられた日の属す

る週における勤務時間が３８時間４５分を超える場合にあっては、当該３８

時間４５分を超えて勤務した全時間（第２３条の規定により休日勤務に係る

報酬が支給されることとなる時間を除く。）に対して、勤務１時間につき、

第２４条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に１００分の１２５から１０

０分の１５０までの範囲内で規則で定める割合を乗じて得た額を時間外勤務

に係る報酬として支給する。 

４ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ、正規の勤務時間を超え

て勤務した時間（前項本文に規定する時間を除く。）が１か月について６０
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時間を超えたパートタイム会計年度任用職員には、当該６０時間を超えて勤

務した全時間に対して、前３項の規定にかかわらず、勤務１時間につき、第

２２条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に１００分の１５０（その勤務

が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合は、１００分の１７

５）を乗じて得た額を時間外勤務に係る報酬として支給する。 

（パートタイム会計年度任用職員の夜間勤務に係る報酬） 

第２０条 正規の勤務時間として、午後１０時から翌日の午前５時までの間に

勤務することを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、その間に勤

務した全時間に対して、勤務１時間につき、第２２条に規定する勤務１時間

当たりの報酬額に、次の各号に掲げるパートタイム会計年度任用職員の区分

に応じて当該各号に定める割合を乗じて得た額を夜間勤務に係る報酬として

支給する。 

(1)・(2) （略） 

（パートタイム会計年度任用職員の休日勤務に係る報酬） 

第２１条 休日において、正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられたパー

トタイム会計年度任用職員には、当該正規の勤務時間中に勤務した全時間に

対して、勤務１時間につき、第２２条に規定する勤務１時間当たりの報酬額

に１００分の１２５から１００分の１５０までの範囲内で規則で定める割合

を乗じて得た額を休日勤務に係る報酬として支給する。 

時間を超えたパートタイム会計年度任用職員には、当該６０時間を超えて勤

務した全時間に対して、前３項の規定にかかわらず、勤務１時間につき、第

２４条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に１００分の１５０（その勤務

が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合は、１００分の１７

５）を乗じて得た額を時間外勤務に係る報酬として支給する。 

（パートタイム会計年度任用職員の夜間勤務に係る報酬） 

第２２条 正規の勤務時間として、午後１０時から翌日の午前５時までの間に

勤務することを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、その間に勤

務した全時間に対して、勤務１時間につき、第２４条に規定する勤務１時間

当たりの報酬額に、次の各号に掲げるパートタイム会計年度任用職員の区分

に応じて当該各号に定める割合を乗じて得た額を夜間勤務に係る報酬として

支給する。 

(1)・(2) （略） 

（パートタイム会計年度任用職員の休日勤務に係る報酬） 

第２３条 休日において、正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられたパー

トタイム会計年度任用職員には、当該正規の勤務時間中に勤務した全時間に

対して、勤務１時間につき、次条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に１

００分の１２５から１００分の１５０までの範囲内で規則で定める割合を乗

じて得た額を休日勤務に係る報酬として支給する。 
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（パートタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの報酬額） 

第２２条 パートタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの報酬額は、第

１７条第２項から第４項までの規定により決定したパートタイム会計年度任

用職員報酬基準月額表に定める額に１２を乗じて得た額をフルタイム会計年

度任用職員について定められた１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたもの

から１会計年度における休日の日数にフルタイム会計年度任用職員について

定められた１日当たりの勤務時間を乗じたものを減じたもので除して得た額

とする。 

第２３条 （略） 

（パートタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第２４条 第１４条（第３項及び第４項を除く。）の規定は、任期の定めが６

か月以上のパートタイム会計年度任用職員（１週間当たりの勤務時間が著し

く少ない者として規則で定める者を除く。以下この条及び次条において同

じ。）について準用する。この場合において、第１４条第２項中「フルタイ

ム会計年度任用職員」とあるのは「パートタイム会計年度任用職員」と、

「給料及び地域手当の月額の合計額」とあるのは「報酬の月額（日額又は時

間額により報酬を定められた者にあっては、１週間当たりの報酬額（日額に

より報酬を定められた者にあってはその日額に１週間当たりの勤務日数を、

時間額により報酬を定められた者にあってはその時間額に１週間当たりの勤

（パートタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの報酬額） 

第２４条 パートタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの報酬額は、第

１９条第２項から第４項までの規定により決定したパートタイム会計年度任

用職員報酬基準月額表に定める額に１２を乗じて得た額をフルタイム会計年

度任用職員について定められた１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたもの

から１会計年度における休日の日数にフルタイム会計年度任用職員について

定められた１日当たりの勤務時間を乗じたものを減じたもので除して得た額

とする。 

第２５条 （略） 

（パートタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第２６条 期末手当は、基準日（６月の支給にあっては６月１日、１２月の支

給にあっては１２月１日をいう。以下この条において同じ。）にそれぞれ在

職するパートタイム会計年度任用職員（任期の定めが６か月以上である者で

規則で定めるものに限り、１週間当たりの勤務時間が著しく少ない者として

規則で定める者を除く。以下この項及び次項において同じ。）に対して、そ

れぞれ基準日の属する月の規則で定める日に支給する。基準日前１か月以内

に退職し、又は死亡したパートタイム会計年度任用職員についても同様とす

る。 
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務時間を乗じて得た額をいう。）に４を乗じて得た額）」と読み替えるもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 任期の定めが６か月に満たないパートタイム会計年度任用職員の１会計年

度内における会計年度任用職員としての任期の定めの合計が６か月以上に至

ったときは、当該パートタイム会計年度任用職員は、当該会計年度におい

 

 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額（基準日（前項後段のパートタイム会計

年度任用職員にあっては、退職し、又は死亡した日。次項及び第４項におい

て同じ。）においてパートタイム会計年度任用職員が受けるべき報酬の月額

（日額又は時間額により報酬を定められた者にあっては、１週間当たりの報

酬額（日額により報酬を定められた者にあってはその日額に１週間当たりの

勤務日数を、時間額により報酬を定められた者にあってはその時間額に１週

間当たりの勤務時間を乗じて得た額をいう。）に４を乗じて得た額）をい

う。）に１００分の１２０を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間

におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。 

(1) ６か月 １００分の１００ 

(2) ５か月以上６か月未満 １００分の８０ 

(3) ３か月以上５か月未満 １００分の６０ 

(4) ３か月未満 １００分の３０ 

３ 基準日における任用に係る任期の定めが６か月に満たないパートタイム会

計年度任用職員のうち、当該基準日の属する会計年度内における会計年度任

用職員としての任期の定めの合計が６か月以上であるものは、前２項の規定
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て、前項に規定する任期の定めが６か月以上のパートタイム会計年度任用職

員とみなす。 

３ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで会計年度

任用職員として任用され、同日の翌日にパートタイム会計年度任用職員とし

て任用された者の任期（６か月未満のものに限る。）の定めとその者の前会

計年度における任期（前会計年度の末日を含む期間の任用に係るものに限

る。）の定めとの合計が６か月以上に至ったときは、第１項に規定する任期

の定めが６か月以上のパートタイム会計年度任用職員とみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の適用については、当該基準日において任期の定めが６か月以上である者と

みなす。 

 

 

 

 

 

 

４ ６月の期末手当に係る基準日における任用に係る任期の定めが６か月に満

たないパートタイム会計年度任用職員（当該６月の期末手当の支給について

前項の規定の適用を受ける者を除く。）のうち、当該基準日の属する会計年

度の前会計年度（以下この項において「前会計年度」という。）の末日まで

会計年度任用職員として任用があり、同日の翌日に会計年度任用職員として

任用があったもので、当該基準日の属する会計年度内における会計年度任用

職員としての任期の定めと当該前会計年度の末日における任用に係る会計年

度任用職員としての任期の定めの合計が６か月以上であるものは、第１項及

び第２項の規定の適用については、当該基準日において任期の定めが６か月

以上である者とみなす。 

５ 第２項の規定による期末手当の額の算定における在職期間の算定について
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（パートタイム会計年度任用職員の期末手当に係る支給制限及び一時差止処

分についての準用） 

第２５条 第１５条及び第１６条の規定は、パートタイム会計年度任用職員に

ついて準用する。この場合において、第１５条中「前条第１項」とあるのは

「第２４条第１項において準用する前条第１項」と、同条各号の規定中「フ

ルタイム会計年度任用職員」とあるのは「パートタイム会計年度任用職員」

と、第１６条第１項中「フルタイム会計年度任用職員」とあるのは「パート

タイム会計年度任用職員」と読み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要な事項は、規則で定める。 

（パートタイム会計年度任用職員の期末手当に係る支給制限及び一時差止処

分についての準用） 

第２７条 第１５条及び第１６条の規定は、パートタイム会計年度任用職員の

期末手当について準用する。この場合において、第１５条中「前条第１項」

とあるのは「第２６条第１項」と、同条第１号中「基準日から」とあるのは

「基準日（第２６条第１項に規定する基準日をいう。以下この条及び次条に

おいて同じ。）から」と、「支給日」とあるのは「支給日（同項に規定する

規則で定める日をいう。以下この条及び次条において同じ。）」と、同条各

号及び第１６条第１項中「フルタイム会計年度任用職員」とあるのは「パー

トタイム会計年度任用職員」と読み替えるものとする。 

（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第２８条 勤勉手当は、基準日（６月の支給にあっては６月１日、１２月の支

給にあっては１２月１日をいう。以下この項及び次項において同じ。）にそ

れぞれ在職するパートタイム会計年度任用職員（任期の定めが６か月以上で

ある者で規則で定めるものに限り、１週間当たりの勤務時間が著しく少ない

者として規則で定める者を除く。以下この項及び次項において同じ。）に対

し、その者の勤務成績に応じて、それぞれ基準日の属する月の規則で定める

日に支給する。基準日前１か月以内に退職し、又は死亡したパートタイム会
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計年度任用職員についても同様とする。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額（基準日（前項後段のパートタイム会計

年度任用職員にあっては、退職し、又は死亡した日）においてパートタイム

会計年度任用職員が受けるべき報酬の月額（日額又は時間額により報酬を定

められた者にあっては、１週間当たりの報酬額（日額により報酬を定められ

た者にあってはその日額に１週間当たりの勤務日数を、時間額により報酬を

定められた者にあってはその時間額に１週間当たりの勤務時間を乗じて得た

額をいう。）に４を乗じて得た額）をいう。）に規則で定める割合を乗じて

得た額とする。 

３ 第２６条第３項及び第４項の規定は、前２項の規定の適用について準用す

る。この場合において、同条第３項中「基準日における」とあるのは「基準

日（第２８条第１項に規定する基準日（同項後段のパートタイム会計年度任

用職員にあっては、退職し、又は死亡した日）をいう。以下この項及び次項

において同じ。）における」と、「前２項」とあるのは「同条第１項及び第

２項」と、同条第４項中「期末手当」とあるのは「勤勉手当」と、「前項」

とあるのは「第２８条第３項において準用する前項」と、「第１項」とある

のは「同条第１項」と読み替えるものとする。 

（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当に係る支給制限及び一時差止処

分についての準用） 
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２６条・第２７条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

第２９条 第１５条及び第１６条の規定は、パートタイム会計年度任用職員の

勤勉手当について準用する。この場合において、第１５条中「前条第１項」

とあるのは「第２８条第１項」と、同条各号列記以外の部分及び第４号並び

に第１６条第１項各号列記以外の部分及び第２号、第２項、第５項第３号並

びに第６項中「期末手当」とあるのは「勤勉手当」と、第１５条第１号中

「基準日から」とあるのは「基準日（第２８条第１項に規定する基準日をい

う。以下この条及び次条において同じ。）から」と、「支給日」とあるのは

「支給日（同項に規定する規則で定める日をいう。以下この条及び次条にお

いて同じ。）」と、同条各号及び第１６条第１項中「フルタイム会計年度任

用職員」とあるのは「パートタイム会計年度任用職員」と読み替えるものと

する。 

第３０条・第３１条 （略） 

（勤勉手当の支給総額の限度） 

第３２条 会計年度任用職員に支給する勤勉手当の総額は、次に掲げる額の合

計額を超えてはならない。 

(1) 第１７条第２項に規定する勤勉手当基礎額に１００分の１０２．５を乗

じて得た額の総額 

(2) 第２８条第２項に規定する勤勉手当基礎額に１００分の１０２．５を乗

じて得た額の総額 
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        改        正        前         改        正        後 

第２８条～第３０条 （略） 

（端数処理） 

第３１条 第１７条に定めるもののほか、給与の額を算定する場合において、

当該額に、５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０銭以上１

円未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げるものとする。 

第３２条 （略） 

別表第１ （略） 

別表第２（第５条、第１７条関係） 

 

別表第３（第１７条、第２２条関係） 

 

２ 職員の育児休業等に関する条例 

第１条～第６条 （略） 

（育児休業をしている職員の期末手当等の支給） 

第７条 池田市一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年池田市条例第１

９号。以下「給与条例」という。）第３３条第１項に規定する基準日（池田

市立幼稚園型認定こども園の教育職員の給与に関する条例（令和２年池田市

条例第３０号。以下「教育職員給与条例」という。）の適用を受ける職員

（次項及び第２１条において「教育職員」という。）にあっては教育職員給

第３３条～第３５条 （略） 

（端数処理） 

第３６条 第１９条に定めるもののほか、給与の額を算定する場合において、

当該額に、５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０銭以上１

円未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げるものとする。 

第３７条 （略） 

別表第１ （略） 

別表第２（第５条、第１９条関係） 

 

別表第３（第１９条、第２４条関係） 

 

２ 職員の育児休業等に関する条例 

第１条～第６条 （略） 

（育児休業をしている職員の期末手当等の支給） 

第７条 池田市一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年池田市条例第１

９号。以下「給与条例」という。）第３３条第１項に規定する基準日（池田

市立幼稚園型認定こども園の教育職員の給与に関する条例（令和２年池田市

条例第３０号。以下「教育職員給与条例」という。）の適用を受ける職員

（次項及び第２１条において「教育職員」という。）にあっては教育職員給

（略） 

（略） 

（略） 

（略） 
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        改        正        前         改        正        後 

与条例第２１条第１項に規定する基準日、地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下単に「会

計年度任用職員」という。）にあっては池田市会計年度任用職員の給与及び

費用弁償に関する条例（令和元年池田市条例第１４号。以下「会計年度任用

職員条例」という。）第１４条第１項に規定する基準日）のうち、６月の支

給にあっては６月１日、１２月の支給にあっては１２月１日に育児休業をし

ている職員のうち、当該基準日以前６か月以内の期間において勤務した期間

（規則で定めるこれに相当する期間を含む。）がある職員には、当該基準日

に係る期末手当を支給する。 

２ 給与条例第３４条第１項に規定する基準日（教育職員にあっては教育職員

給与条例第２４条第１項に規定する基準日、会計年度任用職員にあっては会

計年度任用職員条例第１４条第１項に規定する基準日）のうち、６月の支給

にあっては６月１日、１２月の支給にあっては１２月１日に育児休業をして

いる職員（会計年度任用職員を除く。次条において同じ。）のうち、当該基

準日以前６か月以内の期間において勤務した期間がある職員には、当該基準

日に係る勤勉手当を支給する。 

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整） 

第８条 育児休業をした職員が職務に復帰した場合において、部内の他の職員

との均衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期間を１００分

与条例第２１条第１項に規定する基準日、地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年

度任用職員」という。）にあっては池田市会計年度任用職員の給与及び費用

弁償に関する条例（令和元年池田市条例第１４号。以下「会計年度任用職員

条例」という。）第１４条第１項又は第２６条第１項に規定する基準日）の

うち、６月の支給にあっては６月１日、１２月の支給にあっては１２月１日

に育児休業をしている職員のうち、当該基準日以前６か月以内の期間におい

て勤務した期間（規則で定めるこれに相当する期間を含む。）がある職員に

は、当該基準日に係る期末手当を支給する。 

２ 給与条例第３４条第１項に規定する基準日（教育職員にあっては教育職員

給与条例第２４条第１項に規定する基準日、会計年度任用職員にあっては会

計年度任用職員条例第１７条第１項又は第２８条第１項に規定する基準日）

のうち、６月の支給にあっては６月１日、１２月の支給にあっては１２月１

日に育児休業をしている職員のうち、当該基準日以前６か月以内の期間にお

いて勤務した期間がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

 

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整） 

第８条 育児休業をした職員（会計年度任用職員を除く。以下この条において

同じ。）が職務に復帰した場合において、部内の他の職員との均衡上必要が
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        改        正        前         改        正        後 

の１００以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみ

なして、その職務に復帰した日及びその日後における最初の職員の昇給を行

う日として規則で定める日又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてそ

の者の号給を調整することができる。 

 

第９条～第２０条 （略） 

（部分休業をしている職員の給与の取扱い） 

第２１条 （略） 

２ （略） 

３ 会計年度任用職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、地方公

務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員にあっては会計年度任用職員

条例第２３条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき会計年度任

用職員条例第２２条に規定する勤務１時間当たりの報酬額を減額して支給

し、同法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員にあっては会計年度任用職

員条例第１３条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき会計年度

任用職員条例第１２条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額して支給

する。 

第２２条～第２４条 （略） 

３ 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例 

あると認められるときは、その育児休業の期間を１００分の１００以下の換

算率により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務

に復帰した日及びその日後における最初の職員の昇給を行う日として規則で

定める日又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその者の号給を調整

することができる。 

第９条～第２０条 （略） 

（部分休業をしている職員の給与の取扱い） 

第２１条 （略） 

２ （略） 

３ 会計年度任用職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、地方公

務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員にあっては会計年度任用職員

条例第２５条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき会計年度任

用職員条例第２４条に規定する勤務１時間当たりの報酬額を減額して支給

し、同項第２号に掲げる職員にあっては会計年度任用職員条例第１３条の規

定にかかわらず、その勤務しない１時間につき会計年度任用職員条例第１２

条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額して支給する。 

 

第２２条～第２４条 （略） 

３ 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例 
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        改        正        前         改        正        後 

第１条～第３条 （略） 

（懲戒の効果） 

第４条 （略） 

２ 減給は、１日以上６月以下の期間、その発令の日に受ける給料及びこれに

対する地域手当の合計額（法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員にあっ

ては、池田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年

池田市条例第１４号）第１７条の規定により決定した報酬額）の１０分の１

に相当する額以下の額を減じて行うものとする。ただし、同号に掲げる職員

以外の職員にあっては、その減ずる額が現に受ける給料及びこれに対する地

域手当の合計額の１０分の１に相当する額を超えるときは、当該額を減ずる

ものとする。 

３ （略） 

第５条 （略） 

 

 

 

 

 

 

第１条～第３条 （略） 

（懲戒の効果） 

第４条 （略） 

２ 減給は、１日以上６月以下の期間、その発令の日に受ける給料及びこれに

対する地域手当の合計額（法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員にあっ

ては、池田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年

池田市条例第１４号）第１９条の規定により決定した報酬額）の１０分の１

に相当する額以下の額を減じて行うものとする。ただし、同号に掲げる職員

以外の職員にあっては、その減ずる額が現に受ける給料及びこれに対する地

域手当の合計額の１０分の１に相当する額を超えるときは、当該額を減ずる

ものとする。 

３ （略） 

第５条 （略） 
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議案第５号 

 

 

池田市指定管理者による公の施設の管理 

に関する条例等の一部改正について   

 

 

池田市指定管理者による公の施設の管理に関する条例等の一部を改正する条

例を次のように定める。 

 

 

令和６年２月２８日 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

指定管理者により管理する公の施設の関係規定において、文言の整理等を

行うため、関係条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市指定管理者による公の施設の管理に関する条例等の一部を改正す

る条例（案） 

 

（池田市指定管理者による公の施設の管理に関する条例の一部改正） 

第１条 池田市指定管理者による公の施設の管理に関する条例（平成１８年池

田市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

第１３条第２項第５号中「前条第３項又は第４項の」を「前条第１項又は

第２項の規定による」に改める。 

（池田市保健福祉総合センター条例の一部改正） 

第２条 池田市保健福祉総合センター条例（平成２０年池田市条例第２８号）

の一部を次のように改正する。 

第１１条第４号中「市民」を「市長」に改める。 

第１２条第４項中「指定管理者」を「市長」に改める。 

第１４条第２号中「第１１号各号」を「第１１条各号」に改める。 

（池田市立コミュニティセンター条例の一部改正） 

第３条 池田市立コミュニティセンター条例（昭和５２年池田市条例第２７号）

の一部を次のように改正する。 

第１３条第１項ただし書中「指定管理者」を「市長」に改める。 

（池田市都市公園条例の一部改正） 

第４条 池田市都市公園条例（昭和３９年池田市条例第１５号）の一部を次の

ように改正する。 

目次中「第２５条」を「第２４条」に改める。 

第２４条を削り、第２５条を第２４条とする。 

（池田市都市公園運動施設条例の一部改正） 
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第５条 池田市都市公園運動施設条例（平成８年池田市条例第１４号）の一部

を次のように改正する。 

第１３条第２項中「指定管理者」を「市長」に改める。 

（池田市立総合スポーツセンター条例の一部改正） 

第６条 池田市立総合スポーツセンター条例（昭和３８年池田市条例第２１号）

の一部を次のように改正する。 

第１１条第３項中「指定管理者」を「委員会」に改める。 

（池田市立カルチャープラザ条例の一部改正） 

第７条 池田市立カルチャープラザ条例（昭和５９年池田市条例第１６号）の

一部を次のように改正する。 

第１２条ただし書中「指定管理者」を「市長」に改める。 

（池田市立ギャラリー条例の一部改正） 

第８条 池田市立ギャラリー条例（昭和６０年池田市条例第２５号）の一部を

次のように改正する。 

第１２条中「還付しない」を「、還付しない」に改め、同条ただし書中

「指定管理者」を「市長」に改める。 

第１３条中「指定管理者」を「市長」に改める。 

（池田市立上方落語資料展示館条例の一部改正） 

第９条 池田市立上方落語資料展示館条例（平成１９年池田市条例第２号）の

一部を次のように改正する。 

第１３条第２項中「指定管理者」を「市長」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５号  説  明 

 

池田市指定管理者による公の施設の管理 

に関する条例等の一部改正について   

 

１ 池田市指定管理者による公の施設の管理に関する条例（平成１８年池田市

条例第２４号）の一部改正〔第１条関係〕 

指定管理者の指定の取消し等に係る規定において、引用条項の整理を行う

ものであること。 

（第１条中第１３条の改正関係） 

２ 池田市保健福祉総合センター条例（平成２０年池田市条例第２８号）の一

部改正〔第２条関係〕 

池田市保健福祉総合センターの使用の制限、使用料の減免及び使用許可の

取消し等に係る規定において、文言の整理を行うものであること。 

（第２条中第１１条、第１２条及び第１４条の改正関係） 

３ 池田市立コミュニティセンター条例（昭和５２年池田市条例第２７号）の

一部改正〔第３条関係〕 

使用料の減免に係る規定において、文言の整理を行うものであること。 

（第３条中第１３条の改正関係） 

４ 池田市都市公園条例（昭和３９年池田市条例第１５号）の一部改正〔第４

条関係〕 

使用料の減免に係る規定について、所要の整理を行うものであること。 

（第４条中目次の改正関係及び第２４条を削り、 

第２５条を第２４条とする改正関係） 

５ 池田市都市公園運動施設条例（平成８年池田市条例第１４号）の一部改正

〔第５条関係〕 
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使用料の減免に係る規定において、文言の整理を行うものであること。 

（第５条中第１３条の改正関係） 

６ 池田市立総合スポーツセンター条例（昭和３８年池田市条例第２１号）の

一部改正〔第６条関係〕 

使用料の減免に係る規定において、文言の整理を行うものであること。 

（第６条中第１１条の改正関係） 

７ 池田市立カルチャープラザ条例（昭和５９年池田市条例第１６号）の一部

改正〔第７条関係〕 

使用料の減免に係る規定において、文言の整理を行うものであること。 

（第７条中第１２条の改正関係） 

８ 池田市立ギャラリー条例（昭和６０年池田市条例第２５号）の一部改正

〔第８条関係〕 

使用料の還付及び減免に係る規定において、文言の整理を行うものである

こと。 

（第８条中第１２条及び第１３条の改正関係） 

９ 池田市立上方落語資料展示館条例（平成１９年池田市条例第２号）の一部

改正〔第９条関係〕 

使用料の減免に係る規定において、文言の整理を行うものであること。 

（第９条中第１３条の改正関係） 

１０ この条例は、公布の日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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 議案第５号  参  考 

  池田市指定管理者による公の施設の管理に関する条例等の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

１ 池田市指定管理者による公の施設の管理に関する条例 

第１条～第１２条 （略） 

（指定の取消し等） 

第１３条 （略） 

２ 市長は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を

取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ずる

ことができる。 

(1)～(4) （略） 

(5) 前条第３項又は第４項の求めを拒んだとき。 

(6)～(8) （略） 

３～７ （略） 

第１４条・第１５条 （略） 

２ 池田市保健福祉総合センター条例 

第１条～第１０条 （略） 

（使用の制限） 

第１１条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、セ

ンターの会議室等の使用を許可しない。 

１ 池田市指定管理者による公の施設の管理に関する条例 

第１条～第１２条 （略） 

（指定の取消し等） 

第１３条 （略） 

２ 市長は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を

取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ずる

ことができる。 

(1)～(4) （略） 

(5) 前条第１項又は第２項の規定による求めを拒んだとき。 

(6)～(8) （略） 

３～７ （略） 

第１４条・第１５条 （略） 

２ 池田市保健福祉総合センター条例 

第１条～第１０条 （略） 

（使用の制限） 

第１１条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、セ

ンターの会議室等の使用を許可しない。 

-
 
8
0
 
-



        改        正        前         改        正        後 

(1)～(3) （略） 

(4) 前３号に定めるもののほか、管理運営上市民が適当でないと認めると

き。 

（使用料） 

第１２条 （略） 

２・３ （略） 

４ 指定管理者は、規則で定めるところにより、使用料を減額し、又は免除す

ることができる。 

第１３条 （略） 

（使用許可の取消し等） 

第１４条 指定管理者は、使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、使

用の許可を取り消し、又はその使用を制限し若しくは停止させ、又は退去を

命ずることができる。 

(1) （略） 

(2) 第１１号各号のいずれかに該当するとき。 

(3)～(6) （略） 

第１５条～第１８条 （略） 

  ３ 池田市立コミュニティセンター条例 

第１条～第１２条 （略） 

(1)～(3) （略） 

(4) 前３号に定めるもののほか、管理運営上市長が適当でないと認めると

き。 

（使用料） 

第１２条 （略） 

２・３ （略） 

４ 市長は、規則で定めるところにより、使用料を減額し、又は免除すること

ができる。 

第１３条 （略） 

（使用許可の取消し等） 

第１４条 指定管理者は、使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、使

用の許可を取り消し、又はその使用を制限し若しくは停止させ、又は退去を

命ずることができる。 

(1) （略） 

(2) 第１１条各号のいずれかに該当するとき。 

(3)～(6) （略） 

第１５条～第１８条 （略） 

  ３ 池田市立コミュニティセンター条例 

第１条～第１２条 （略） 

-
 
8
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-



        改        正        前         改        正        後 

（使用料等） 

第１３条 使用者は、別表に定める使用料を前納しなければならない。ただ

し、指定管理者は、規則で定めるところにより、使用料を減額し、又は免除

することができる。 

２ （略） 

第１４条～第１７条 （略） 

４ 池田市都市公園条例 

目次 

第１章～第３章 （略） 

第４章 雑則（第１４条―第２５条） 

附則 

第１章 （略） 

第１条～第２条の６ （略） 

第２章 （略） 

第３条～第９条の６ （略） 

第３章 （略） 

第１０条～第１３条 （略） 

第４章 雑則 

第１４条～第２３条 （略） 

（使用料等） 

第１３条 使用者は、別表に定める使用料を前納しなければならない。ただ

し、市長は、規則で定めるところにより、使用料を減額し、又は免除するこ

とができる。 

２ （略） 

第１４条～第１７条 （略） 

４ 池田市都市公園条例 

目次 

第１章～第３章 （略） 

第４章 雑則（第１４条―第２４条） 

附則 

第１章 （略） 

第１条～第２条の６ （略） 

第２章 （略） 

第３条～第９条の６ （略） 

第３章 （略） 

第１０条～第１３条 （略） 

第４章 雑則 

第１４条～第２３条 （略） 

-
 
8
2
 
-



        改        正        前         改        正        後 

（減免の特例） 

第２４条 第１３条の規定にかかわらず、第１６条第３号から第６号まで及び

第８号に規定する公園施設の使用料については、規則で定めるところによ

り、指定管理者がその全部又は一部を免除することができる。 

第２５条 （略） 

５ 池田市都市公園運動施設条例 

第１条～第１２条 （略） 

（使用料等） 

第１３条 （略） 

２ 指定管理者は、規則で定めるところにより、使用料の全部又は一部を免除

することができる。 

第１４条～第２０条 （略） 

６ 池田市立総合スポーツセンター条例 

第１条～第１０条 （略） 

（使用料等） 

第１１条 （略） 

２ （略） 

３ 指定管理者は、委員会規則で定めるところにより、使用料の全部又は一部

を免除することができる。 

 

 

 

 

第２４条 （略） 

５ 池田市都市公園運動施設条例 

第１条～第１２条 （略） 

（使用料等） 

第１３条 （略） 

２ 市長は、規則で定めるところにより、使用料の全部又は一部を免除するこ

とができる。 

第１４条～第２０条 （略） 

６ 池田市立総合スポーツセンター条例 

第１条～第１０条 （略） 

（使用料等） 

第１１条 （略） 

２ （略） 

３ 委員会は、委員会規則で定めるところにより、使用料の全部又は一部を免

除することができる。 

-
 
8
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        改        正        前         改        正        後 

第１２条～第１７条 （略） 

７ 池田市立カルチャープラザ条例 

第１条～第１１条 （略） 

（使用料） 

第１２条 使用者は、別表に定める使用料を前納しなければならない。ただ

し、指定管理者は、規則で定めるところにより、使用料を減免することがで

きる。 

第１３条・第１４条 （略） 

８ 池田市立ギャラリー条例 

第１条～第１１条 （略） 

（還付） 

第１２条 既納の使用料は還付しない。ただし、指定管理者は、規則で定める

ところにより、その全部又は一部を還付することができる。 

（減免） 

第１３条 指定管理者は、規則で定めるところにより、使用料を減額し、又は

免除することができる。 

第１４条 （略） 

９ 池田市立上方落語資料展示館条例 

第１条～第１２条 （略） 

第１２条～第１７条 （略） 

７ 池田市立カルチャープラザ条例 

第１条～第１１条 （略） 

（使用料） 

第１２条 使用者は、別表に定める使用料を前納しなければならない。ただ

し、市長は、規則で定めるところにより、使用料を減免することができる。 

 

第１３条・第１４条 （略） 

８ 池田市立ギャラリー条例 

第１条～第１１条 （略） 

（還付） 

第１２条 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長は、規則で定めるとこ

ろにより、その全部又は一部を還付することができる。 

（減免） 

第１３条 市長は、規則で定めるところにより、使用料を減額し、又は免除す

ることができる。 

第１４条 （略） 

９ 池田市立上方落語資料展示館条例 

第１条～第１２条 （略） 

-
 
8
4
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        改        正        前         改        正        後 

（使用料） 

第１３条 （略） 

２ 指定管理者は、規則で定めるところにより、使用料を減免することができ

る。 

第１４条～第１９条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（使用料） 

第１３条 （略） 

２ 市長は、規則で定めるところにより、使用料を減免することができる。 

 

第１４条～第１９条 （略） 

 

-
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議案第６号 

 

 

池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営 

に関する基準を定める条例の一部改正について      

 

 

池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和６年２月２８日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支

援施設等の運営に関する基準の一部改正に伴い、本条例の一部を改正するも

のである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例（平成２６年池田市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第２３条の見出しを「（掲示等）」に改め、同条中「掲示しなければ」を

「掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によっ

て直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行う

ことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧に

供しなければ」に改める。 

第５２条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これら

に準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電

磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第６号  説  明 

 

池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営 

に関する基準を定める条例の一部改正について      

 

１ 特定教育・保育施設は、運営規程の概要、職員の勤務の体制、利用者負担

その他の利用申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要

事項について、従来の施設の見やすい場所への掲示のほか、インターネット

を利用して公衆の閲覧に供しなければならないとするものであること。 

（第２３条の改正関係） 

２ 文言の整備を行うものであること。 

（第５２条の改正関係） 

３ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第６号  参  考 

池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条～第２２条 （略） 

（掲示） 

第２３条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場所

に、運営規程（第２０条に規定する施設の運営についての重要事項に関する

規程をいう。）の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申込者

の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要事項を掲示しなけれ

ばならない。 

 

 

 

第２４条～第５１条 （略） 

 （電磁的記録等） 

第５２条 （略） 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提出に

ついては、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合には、当該書

面等の交付又は提出に代えて、第４項で定めるところにより、教育・保育給

付認定保護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下この条にお

第１条～第２２条 （略） 

（掲示等） 

第２３条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場所

に、運営規程（第２０条に規定する施設の運営についての重要事項に関する

規程をいう。）の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申込者

の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要事項を掲示するとと

もに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信さ

れることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをい

い、放送又は有線放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧に供しな

ければならない。 

第２４条～第５１条 （略） 

 （電磁的記録等） 

第５２条 （略） 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提出に

ついては、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合には、当該書

面等の交付又は提出に代えて、第４項で定めるところにより、教育・保育給

付認定保護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下この条にお

-
 
8
9
 
-



        改        正        前         改        正        後 

いて「記載事項」という。）を電子情報処理組織（特定教育・保育施設等の

使用に係る電子計算機と、教育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算

機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下この条におい

て同じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって

次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供

することができる。この場合において、当該特定教育・保育施設等は、当該

書面等を交付し、又は提出したものとみなす。 

(1) （略） 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一

定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイル

に記載事項を記録したものを交付する方法 

３～６ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

いて「記載事項」という。）を電子情報処理組織（特定教育・保育施設等の

使用に係る電子計算機と、教育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算

機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下この条におい

て同じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって

次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供

することができる。この場合において、当該特定教育・保育施設等は、当該

書面等を交付し、又は提出したものとみなす。 

(1) （略） 

(2) 電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）をもって調製す

るファイルに記載事項を記録したものを交付する方法 

 

３～６ （略） 

 

-
 
9
0
 
-



議案第７号 

 

 

池田市立児童発達支援センター条例の一部改正について 

 

 

池田市立児童発達支援センター条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

 

令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

 

理  由 

児童福祉法の一部改正により児童発達支援センターの目的において地域に

おける障害児支援の中核的役割を担うことが明確化されたことを踏まえ池田

市立児童発達支援センターがその目的を遂行することについて明記する等の

整備を行うため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市立児童発達支援センター条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市立児童発達支援センター条例（昭和４６年池田市条例第４号）の一部

を次のように改正する。 

第１条中「の規定に基づき、本市に」を「に規定する」に改める。 

第３条の見出しを「（事業）」に改め、同条中「、同条第４項に規定する放

課後等デイサービス」を削り、「保育所等訪問支援」の次に「（以下これらを

「障害児通所支援」という。）」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 前項に定めるもののほか、支援センターは、法第４３条に規定する目的を

遂行するものとする。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第７号  説  明 

 

池田市立児童発達支援センター条例の一部改正について 

 

１ 文言の整備を行うものであること。 

（第１条の改正関係） 

２ 池田市立児童発達支援センターが行う事業について、放課後等デイサービ

スを廃止するとともに、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に定める

児童発達支援センターの目的を遂行することを明記するものであること。ま

た、文言の整備を行うものであること。 

（第３条の改正関係） 

３ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第７号  参  考 

池田市立児童発達支援センター条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

（設置） 

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第４

３条の規定に基づき、本市に児童発達支援センター（以下「支援センター」

という。）を設置する。 

第２条 （略） 

（支援事業） 

第３条 支援センターは、法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援、

同条第４項に規定する放課後等デイサービス及び同条第５項に規定する保育

所等訪問支援を行う。 

 

 

第４条～第７条 （略） 

 

 

 

 

 

（設置） 

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第４

３条に規定する児童発達支援センター（以下「支援センター」という。）を

設置する。 

第２条 （略） 

（事業） 

第３条 支援センターは、法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援及

び同条第５項に規定する保育所等訪問支援（以下これらを「障害児通所支

援」という。）を行う。 

２ 前項に定めるもののほか、支援センターは、法第４３条に規定する目的を

遂行するものとする。 

第４条～第７条 （略） 

 

-
 
9
4
 
-



議案第８号 

 

 

池田市国民健康保険条例の一部改正について 

 

 

池田市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

 

 

理  由 

国民健康保険法等の一部改正に伴い退職者医療制度の経過措置の廃止に係

る規定の整理及び低所得者の保険料の軽減措置に係る所得判定基準の引上げ

を行うほか、保険料の算定方法を大阪府内で統一するに当たり端数処理の方

法を明記する等所要の整備を行うため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

   池田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案） 

 

 池田市国民健康保険条例（昭和３５年池田市条例第２５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第１０条の３の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般被保

険者（法附則第７条第１項に規定する退職被保険者等（以下「退職被保険者等」

という。）以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る」を削り、同条第１号

ア中「（一般被保険者に係るものに限る。）」を削り、同号イ中「附則第２２

条」を「附則第７条」に改め、「大阪府が行う国民健康保険の一般被保険者に

係るものに限り、」を削り、同号カ中「退職被保険者等に係る療養の給付に要

する費用の額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並びに

入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護

療養費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要

する費用の額並びに大阪府が行う国民健康保険の一般被保険者に係る」及び

「及び退職被保険者等に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用の

額」を削り、同条第２号イ中「附則第２２条」を「附則第７条」に改め、同号

ウ中「（エにおいて「国民健康保険保険給付費等交付金」という。）（退職被

保険者等の療養の給付等に要する費用（法附則第２２条の規定により読み替え

られた法第７０条第１項に規定する療養の給付等に要する費用をいう。以下同

じ。）に係るものを除く。）」を削り、同号エ中「法附則第９条第１項の規定

により読み替えられた」及び「並びに国民健康保険保険給付費等交付金（退職

被保険者等の療養の給付等に要する費用に係るものに限る。）」を削る。 

第１１条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般被保険者

に係る」を削り、「属する一般被保険者」を「属する被保険者」に、「、一般
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被保険者均等割額及び」を「及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該

世帯につき算定した」に改め、「合計額」の次に「（１円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額）」を加え、同条後段を削る。 

第１２条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条第１項中「一般被

保険者」を「被保険者」に改める。 

第１３条の見出し及び同条第１項中「一般被保険者に係る」を削り、同項第

３号イ及びウ中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

第１３条の２から第１３条の４までを次のように改める。 

第１３条の２から第１３条の４まで 削除 

第１３条の４の２を削る。 

第１３条の５中「又は第１３条の２」及び「（一般被保険者と退職被保険者

等が同一の世帯に属する場合には、第１１条の基礎賦課額と第１３条の２の基

礎賦課額との合算額。第１６条及び第１７条の２第１項において同じ。）」を

削る。 

第１３条の５の２の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「うち

一般被保険者に係る」を「うち」に、「第１号」を「、第１号」に改め、同条

第１号中「であって、大阪府が行う国民健康保険の一般被保険者に係るもの」

を削り、同条第２号ア中「附則第２２条」を「附則第７条」に改め、同号イ中

「法附則第９条第１項の規定により読み替えられた」を削る。 

第１３条の５の３の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「属す

る一般被保険者」を「属する被保険者」に、「、一般被保険者均等割額及び」

を「及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯につき算定した」に

改め、「合計額」の次に「（１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた

額）」を加え、同条後段を削る。 

第１３条の５の４の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般

被保険者」を「被保険者」に、「次条第１号」を「次条第１項第１号」に改め
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る。 

第１３条の５の５の見出し及び同条第１項中「一般被保険者に係る」を削る。 

第１３条の５の６から第１３条の５の９までを次のように改める。 

第１３条の５の６から第１３条の５の９まで 削除 

第１３条の５の１０中「又は第１３条の５の６」及び「（一般被保険者と退

職被保険者等が同一の世帯に属する場合には、第１３条の５の３の後期高齢者

支援金等賦課額と第１３条の５の６の後期高齢者支援金等賦課額との合算額。

第１６条及び第１７条の２第１項において同じ。）」を削る。 

第１３条の６第２号ア中「附則第２２条」を「附則第７条」に改め、同号イ

中「法附則第９条第１項の規定により読み替えられた」を削る。 

第１３条の７中「当該」を「その」に、「合計額」を「合算額の総額（１円

未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）」に改める。 

第１３条の８中「次条の」を「次条第１項第１号に定める」に改める。 

第１６条第１項中「発生し、」の次に「又は」を加え、「減少し、又は」を

「減少し、若しくは」に、「、第１３条の２、」を「若しくは」に改め、「若

しくは第１３条の５の６」を削り、「に定める額若しくは同条第４項若しくは

第５項の規定により」を「（同条第４項又は第５項において」に、「同条第１

項各号に定める」を「場合を含む。次項において同じ。）に定める額、第１７

条の４第１項（同条第３項において読み替えて準用する場合を含む。次項にお

いて同じ。）に定める第１３条第１項の規定による基礎賦課額の被保険者均等

割の保険料率にそれぞれ１０分の５を乗じて得た額、第１７条の４第４項第１

号（同条第６項において読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）

に定める額、第１７条の５第１項各号（同条第２項又は第３項において読み替

えて準用する場合を含む。次項において同じ。）に定める額若しくは同条第４

項各号（同条第５項又は第６項において読み替えて準用する場合を含む。次項

において同じ。）に定める」に、「する。）又は」を「する。）若しくは」に、
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「月割」を「、月割」に改め、同条第２項中「、第１３条の２、」を「若しく

は」に改め、「若しくは第１３条の５の６」を削り、「若しくは同条第４項若

しくは第５項の規定により読み替えて準用する同条第１項各号に定める」を「、

第１７条の４第１項に定める第１３条第１項の規定による基礎賦課額の被保険

者均等割の保険料率にそれぞれ１０分の５を乗じて得た額、第１７条の４第４

項第１号に定める額、第１７条の５第１項各号に定める額若しくは同条第４項

各号に定める」に改める。 

第１７条の２第１項中「又は第１３条の２」を削り、同項第２号中「２９０，

０００円」を「２９５，０００円」に改め、同項第３号中「５３５，０００円」

を「５４５，０００円」に改め、同条第４項中「又は第１３条の２」及び「又

は第１３条の５の６」を削り、同条第５項中「又は第１３条の２」を削る。 

第１７条の４第１項中「又は第１３条の４」を削り、「保険料額」を「保険

料率から、当該保険料率」に、「切り捨てた額）」を「切り上げた額）を控除

して得た額」に改め、同条第３項中「又は第１３条の４」及び「又は第１３条

の５の８」を削り、同条第４項中「第１３条第１項又は第１３条の４の規定に

よる基礎賦課額の被保険者均等割の保険料額から、当該保険料額に第１７条の

２第１項各号に規定する場合に応じてそれぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じ

て得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り上げた額）を控除して得

た額に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額）」を「第１号に掲げる額から第２号に掲げる額を控除し

て得た額」に改め、同項に次の各号を加える。 

(1) 第１３条第１項の規定による基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率か

ら、当該保険料率に第１７条の２第１項各号に規定する場合に応じてそれ

ぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じて得た額（１円未満の端数があるとき

は、これを切り上げた額）を控除して得た額 

(2) 前号に掲げる額に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額（１円未満の
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端数があるときは、これを切り上げた額） 

第１７条の４第６項中「又は第１３条の４」及び「又は第１３条の５の８」

を削る。 

第１７条の５第１項中「又は第１３条の２」を削り、「掲げる額」の次に

「（１円未満の端数があるときは、これを切り上げた額）」を加え、同条第２

項中「又は第１３条の２」及び「又は第１３条の５の６」を削り、同条第３項

中「又は第１３条の２」を削り、同条第４項中「又は第１３条の２」を削り、

「掲げる額」の次に「（１円未満の端数があるときは、これを切り上げた額）」

を加え、同条第５項中「又は第１３条の２」及び「又は第１３条の５の６」を

削り、同条第６項中「又は第１３条の２」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第５章の規定は、令和６年度以後の年度分の保険

料について適用し、令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前

の例による。 
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議案第８号  説  明 

 

池田市国民健康保険条例の一部改正について 

 

１ 退職者医療制度（医療費の高い高齢退職者に係る保険者間の財政調整の仕

組みをいう。以下同じ。）の経過措置の廃止に伴う所要の規定の整理を行う

ものであること。 

（第１０条の３及び第１２条から第１３条の４までの改正関係、 

第１３条の４の２を削る改正関係並びに第１３条の５、第１３条の５の２ 

及び第１３条の５の４から第１３条の６までの改正関係） 

２ 退職者医療制度の経過措置の廃止に伴う所要の規定の整理を行うものであ

ること。また、基礎賦課額の算定における端数処理の方法について明記する

とともに、文言の整備を行うものであること。 

（第１１条の改正関係） 

３ 退職者医療制度の経過措置の廃止に伴う所要の規定の整理を行うものであ

ること。また、後期高齢者支援金等賦課額の算定における端数処理の方法に

ついて明記するとともに、文言の整備を行うものであること。 

（第１３条の５の３の改正関係） 

４ 介護納付金賦課額の算定における端数処理の方法について明記するととも

に、文言の整備を行うものであること。 

（第１３条の７の改正関係） 

５ 文言の整理を行うものであること。 

（第１３条の８の改正関係） 

６ 退職者医療制度の経過措置の廃止に伴う所要の規定の整理を行うものであ

ること。また、賦課期日後に納付義務が発生した場合等について、未就学児

の被保険者均等割額の減額措置及び出産被保険者の保険料の減額措置の適用
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における月割の方法を明記するとともに、文言の整備を行うものであること。 

（第１６条の改正関係） 

７ 退職者医療制度の経過措置の廃止に伴う所要の規定の整理を行うものであ

ること。また、低所得者に対する保険料の軽減措置に係る所得判定基準につ

いて、被保険者及び特定同一世帯所属者の数に乗ずる金額を、５割軽減の世

帯にあっては２９０，０００円から２９５，０００円に、２割軽減の世帯に

あっては５３５，０００円から５４５，０００円に引き上げるものであるこ

と。 

（第１７条の２の改正関係） 

８ 退職者医療制度の経過措置の廃止に伴う所要の規定の整理を行うものであ

ること。また、所要の規定の整備を行うものであること。 

（第１７条の４の改正関係） 

９ 退職者医療制度の経過措置の廃止に伴う所要の規定の整理を行うものであ

ること。また、出産被保険者の保険料の減額における端数処理の方法につい

て明記するものであること。 

（第１７条の５の改正関係） 

１０ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。また、所

要の経過措置を設けるものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第８号  参  考 

池田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条～第１０条の２ （略） 

 （一般被保険者に係る基礎賦課額の総額） 

第１０条の３ 保険料の賦課額のうち一般被保険者（法附則第７条第１項に規

定する退職被保険者等（以下「退職被保険者等」という。）以外の被保険者

をいう。以下同じ。）に係る基礎賦課額（第１７条の２、第１７条の４及び

第１７条の５の規定により基礎賦課額を減額するものとした場合にあって

は、その減額することとなる額を含む。）の総額は、第１号に掲げる額の見

込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額と

する。 

 (1) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 療養の給付に要する費用（一般被保険者に係るものに限る。）の額か

ら当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並びに入院時食

事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療

養費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給

に要する費用（一般被保険者に係るものに限る。）の額 

イ 国民健康保険事業費納付金（法附則第２２条の規定により読み替えら

れた法第７５条の７第１項の国民健康保険事業費納付金をいう。以下こ

第１条～第１０条の２ （略） 

 （基礎賦課額の総額） 

第１０条の３ 保険料の賦課額のうち基礎賦課額（第１７条の２、第１７条の

４及び第１７条の５の規定により基礎賦課額を減額するものとした場合にあ

っては、その減額することとなる額を含む。）の総額は、第１号に掲げる額

の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した

額とする。 

 

 

 (1) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 療養の給付に要する費用の額から当該給付に係る一部負担金に相当す

る額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外

併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養

費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用の額 

 

イ 国民健康保険事業費納付金（法附則第７条の規定により読み替えられ

た法第７５条の７第１項の国民健康保険事業費納付金をいう。以下この
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        改        正        前         改        正        後 

の条において同じ。）の納付に要する費用（大阪府が行う国民健康保険

の一般被保険者に係るものに限り、大阪府の国民健康保険に関する特別

会計において負担する高齢者医療確保法の規定による後期高齢者支援金

等（以下「後期高齢者支援金等」という。）、高齢者医療確保法の規定

による病床転換支援金等（以下「病床転換支援金等」という。）及び介

護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による納付金（以下「介護

納付金」という。）の納付に要する費用に充てる部分を除く。）の額 

ウ～オ （略） 

カ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に

要する費用を除く。）の額（退職被保険者等に係る療養の給付に要する

費用の額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並び

に入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、

訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療

養費の支給に要する費用の額並びに大阪府が行う国民健康保険の一般被

保険者に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（大阪府の

国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢者支援金等、

病床転換支援金等及び介護納付金の納付に要する費用に充てる部分に限

る。）及び退職被保険者等に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用の額を除く。） 

条において同じ。）の納付に要する費用（大阪府の国民健康保険に関す

る特別会計において負担する高齢者医療確保法の規定による後期高齢者

支援金等（以下「後期高齢者支援金等」という。）、高齢者医療確保法

の規定による病床転換支援金等（以下「病床転換支援金等」という。）

及び介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による納付金（以下

「介護納付金」という。）の納付に要する費用に充てる部分を除く。）

の額 

ウ～オ （略） 

カ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に

要する費用を除く。）の額（国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用（大阪府の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高

齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金の納付に要する費用に

充てる部分に限る。）を除く。） 
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        改        正        前         改        正        後 

 (2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア （略） 

イ 法附則第２２条の規定により読み替えられた法第７５条の規定により

交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用

（大阪府の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢者

支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金の納付に要する費用に充て

る部分に限る。以下このイにおいて同じ。）に係るものを除く。）及び

同条の規定により貸し付けられる貸付金（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用に係るものを除く。）の額 

ウ 法第７５条の２第１項の国民健康保険保険給付費等交付金（エにおい

て「国民健康保険保険給付費等交付金」という。）（退職被保険者等の

療養の給付等に要する費用（法附則第２２条の規定により読み替えられ

た法第７０条第１項に規定する療養の給付等に要する費用をいう。以下

同じ。）に係るものを除く。）の額のうち、次に掲げる額の合算額を除

く額 

(ｱ)～(ｳ) （略） 

エ アからウまでに掲げるもののほか、国民健康保険事業に要する費用

（国民健康保険の事務の執行に要する費用を除く。）のための収入（法

附則第９条第１項の規定により読み替えられた法第７２条の３第１項、

 (2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア （略） 

イ 法附則第７条の規定により読み替えられた法第７５条の規定により交

付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（大

阪府の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢者支援

金等、病床転換支援金等及び介護納付金の納付に要する費用に充てる部

分に限る。以下このイにおいて同じ。）に係るものを除く。）及び同条

の規定により貸し付けられる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に係るものを除く。）の額 

ウ 法第７５条の２第１項の国民健康保険保険給付費等交付金の額のう

ち、次に掲げる額の合算額を除く額 

 

 

 

 

(ｱ)～(ｳ) （略） 

エ アからウまでに掲げるもののほか、国民健康保険事業に要する費用

（国民健康保険の事務の執行に要する費用を除く。）のための収入（法

第７２条の３第１項、第７２条の３の２第１項及び第７２条の３の３第
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        改        正        前         改        正        後 

第７２条の３の２第１項及び第７２条の３の３第１項の規定による繰入

金並びに国民健康保険保険給付費等交付金（退職被保険者等の療養の給

付等に要する費用に係るものに限る。）の額、ウ(ｱ)に掲げる額並びに

算定政令第６条第６項第２号及び第３号に掲げる額を除く。）の額 

 （一般被保険者に係る基礎賦課額） 

第１１条 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る基礎賦課額は、その世帯

に属する一般被保険者につき算定した所得割額、一般被保険者均等割額及び

世帯別平等割額の合計額とする。この場合において、一般被保険者と退職被

保険者等とが同一の世帯に属する場合には、当該世帯は一般被保険者の属す

る世帯とみなして、世帯別平等割額を算定するものとする。 

 （一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の算定） 

第１２条 前条の所得割額は、一般被保険者に係る賦課期日の属する年の前年

の所得に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条の２第１項

に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算され

る所得の金額（同法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配

当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第８項又は第１１項の規定の適

用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第３３条の３第５項に規

定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第３４条第４項に規定する

長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条

１項の規定による繰入金の額、ウ(ｱ)に掲げる額並びに算定政令第６条

第６項第２号及び第３号に掲げる額を除く。）の額 

 

 

 （基礎賦課額） 

第１１条 保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、その世帯に属する被保険者に

つき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯

につき算定した世帯別平等割額の合計額（１円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てた額）とする。 

 

 （基礎賦課額の所得割額の算定） 

第１２条 前条の所得割額は、被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所

得に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条の２第１項に規

定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所

得の金額（同法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所

得等の金額（同法附則第３５条の２の６第８項又は第１１項の規定の適用が

ある場合には、その適用後の金額）、同法附則第３３条の３第５項に規定す

る土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第３４条第４項に規定する長期

譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４
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        改        正        前         改        正        後 

の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４

条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３第１項

又は第３６条の規定の適用がある場合には、これらの規定の適用により同法

第３１条第１項に規定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した

金額）、地方税法附則第３５条第５項に規定する短期譲渡所得の金額（租税

特別措置法第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条

の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項又は第３６条の規定の適

用がある場合には、これらの規定の適用により同法第３２条第１項に規定す

る短期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第

３５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則

第３５条の３第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の

金額（同法附則第３５条の２の６第１１項又は第３５条の３第１３項若しく

は第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第

３５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３

５条の４の２第７項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、外

国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項（同法第１２条第５項及び第１

６条第２項において準用する場合を含む。第１７条の２第１項第１号におい

第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の

３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３第１項又は

第３６条の規定の適用がある場合には、これらの規定の適用により同法第３

１条第１項に規定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金

額）、地方税法附則第３５条第５項に規定する短期譲渡所得の金額（租税特

別措置法第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の

２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項又は第３６条の規定の適用

がある場合には、これらの規定の適用により同法第３２条第１項に規定する

短期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第３

５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第

３５条の３第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同

法附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額（同法附則第３５条の２の６第１１項又は第３５条の３第１３項若しくは

第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第３

５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３５

条の４の２第７項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、外国

居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項（同法第１２条第５項及び第１

６条第２項において準用する場合を含む。第１７条の２第１項第１号におい
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        改        正        前         改        正        後 

て同じ。）に規定する特例適用利子等の額、同法第８条第４項（同法第１２

条第６項及び第１６条第３項において準用する場合を含む。同号において同

じ。）に規定する特例適用配当等の額、租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。第

１７条の２において「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第

１０項に規定する条約適用利子等の額及び同条第１２項に規定する条約適用

配当等の額をいう。以下この条において同じ。）の合計額から地方税法第３

１４条の２第２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額

並びに他の所得と区分して計算される所得の金額の合計額（以下「基礎控除

後の総所得金額等」という。）に、次条の所得割の保険料率を乗じて算定す

る。 

２ （略） 

 （一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率） 

第１３条 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は、次のとおりとする。 

(1)・(2) （略） 

(3) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、それぞれアか

らウまでに定める額 

ア （略） 

イ 特定同一世帯所属者（法第６条第８号に該当したことにより被保険者

て同じ。）に規定する特例適用利子等の額、同法第８条第４項（同法第１２

条第６項及び第１６条第３項において準用する場合を含む。同号において同

じ。）に規定する特例適用配当等の額、租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。第

１７条の２において「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第

１０項に規定する条約適用利子等の額及び同条第１２項に規定する条約適用

配当等の額をいう。以下この条において同じ。）の合計額から地方税法第３

１４条の２第２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額

並びに他の所得と区分して計算される所得の金額の合計額（以下「基礎控除

後の総所得金額等」という。）に、次条の所得割の保険料率を乗じて算定す

る。 

２ （略） 

 （基礎賦課額の保険料率） 

第１３条 基礎賦課額の保険料率は、次のとおりとする。 

(1)・(2) （略） 

(3) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、それぞれアか

らウまでに定める額 

ア （略） 

イ 特定同一世帯所属者（法第６条第８号に該当したことにより被保険者
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        改        正        前         改        正        後 

の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続し

て同一の世帯に属する者をいう。以下同じ。）と同一の世帯に属する一

般被保険者が属する世帯であって同日の属する月（以下「特定月」とい

う。）以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。以下「特定世帯」という。） アに定める額

に２分の１を乗じて得た額 

ウ 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する一般被保険者が属する世帯

であって特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過

する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限

る。以下「特定継続世帯」という。） アに定める額に４分の３を乗じ

て得た額 

２ （略） 

 （退職被保険者等に係る基礎賦課額） 

第１３条の２ 保険料の賦課額のうち退職被保険者等に係る基礎賦課額は、そ

の世帯に属する退職被保険者等につき算定した所得割額、被保険者均等割額

及び世帯別平等割額の合算額とする。 

 （退職被保険者等に係る基礎賦課額の所得割額の算定） 

第１３条の３ 前条の所得割額は、退職被保険者等に係る基礎控除後の総所得

金額等に、第１３条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続し

て同一の世帯に属する者をいう。以下同じ。）と同一の世帯に属する被

保険者が属する世帯であって同日の属する月（以下「特定月」とい

う。）以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。以下「特定世帯」という。） アに定める額

に２分の１を乗じて得た額 

ウ 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であ

って特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する

月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。

以下「特定継続世帯」という。） アに定める額に４分の３を乗じて得

た額 

２ （略） 

 

第１３条の２から第１３条の４まで 削除 
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        改        正        前         改        正        後 

 （退職被保険者等に係る基礎賦課額の被保険者均等割額の算定） 

第１３条の４ 第１３条の２の被保険者均等割額は、第１３条第２号に掲げる

額とする。 

 （退職被保険者等に係る基礎賦課額の世帯別平等割額の算定） 

第１３条の４の２ 第１３条の２の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯

の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 次号又は第３号に掲げる世帯以外の世帯 第１３条第３号アに掲げる額 

(2) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者の属する世帯で

あって特定月以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の

被保険者がいない場合に限る。） 第１３条第３号イに掲げる額 

(3) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者の属する世帯で

あって特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する

月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）

 第１３条第３号ウに掲げる額 

 （基礎賦課限度額） 

第１３条の５ 第１１条又は第１３条の２の基礎賦課額（一般被保険者と退職

被保険者等が同一の世帯に属する場合には、第１１条の基礎賦課額と第１３

条の２の基礎賦課額との合算額。第１６条及び第１７条の２第１項において

同じ。）は、各年度において保険料の賦課期日の前日において施行されてい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （基礎賦課限度額） 

第１３条の５ 第１１条の基礎賦課額は、各年度において保険料の賦課期日の

前日において施行されていた政令第２９条の７第２項第９号に定める額を超

えることができない。 
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        改        正        前         改        正        後 

た政令第２９条の７第２項第９号に定める額を超えることができない。 

 （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の総額） 

第１３条の５の２ 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る後期高齢者支援

金等賦課額（第１７条の２、第１７条の４及び第１７条の５の規定により後

期高齢者支援金等賦課額を減額するものとした場合にあっては、その減額す

ることとなる額を含む。）の総額は第１号に掲げる額の見込額から第２号に

掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額とする。 

(1) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（大阪

府の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢者支援金等

及び病床転換支援金等の納付に要する費用に係る部分であって、大阪府が

行う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限る。次号において同

じ。） 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第２２条の規定により読み替えられた法第７５条の規定により

交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に

係るものに限る。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付金（国民

健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１項の規定

 

 （後期高齢者支援金等賦課額の総額） 

第１３条の５の２ 保険料の賦課額のうち後期高齢者支援金等賦課額（第１７

条の２、第１７条の４及び第１７条の５の規定により後期高齢者支援金等賦

課額を減額するものとした場合にあっては、その減額することとなる額を含

む。）の総額は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額

を控除した額を基準として算定した額とする。 

(1) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（大阪

府の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢者支援金等

及び病床転換支援金等の納付に要する費用に係る部分に限る。次号におい

て同じ。） 

 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第７条の規定により読み替えられた法第７５条の規定により交

付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係

るものに限る。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付金（国民健

康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用に限る。）のための収入（法第７２条の３第１項、第
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        改        正        前         改        正        後 

により読み替えられた法第７２条の３第１項、第７２条の３の２第１項

及び第７２条の３の３第１項の規定による繰入金を除く。）の額 

 （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額） 

第１３条の５の３ 保険料の賦課額のうち後期高齢者支援金等賦課額は、その

世帯に属する一般被保険者につき算定した所得割額、一般被保険者均等割額

及び世帯別平等割額の合計額とする。この場合において、一般被保険者と退

職被保険者等とが同一の世帯に属する場合には、当該世帯は一般被保険者の

属する世帯とみなして、世帯別平等割額を算定するものとする。 

 （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算定） 

第１３条の５の４ 前条の所得割額は、一般被保険者に係る賦課期日の属する

年の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等に次条第１号に定める所得

割の保険料率を乗じて算定する。 

 （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率） 

第１３条の５の５ 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率

は、次のとおりとする。 

(1)～(3) （略） 

２ （略） 

 （退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額） 

第１３条の５の６ 保険料の賦課額のうち退職被保険者等に係る後期高齢者支

７２条の３の２第１項及び第７２条の３の３第１項の規定による繰入金

を除く。）の額 

 （後期高齢者支援金等賦課額） 

第１３条の５の３ 保険料の賦課額のうち後期高齢者支援金等賦課額は、その

世帯に属する被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算

額の総額並びに当該世帯につき算定した世帯別平等割額の合計額（１円未満

の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

 

 （後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算定） 

第１３条の５の４ 前条の所得割額は、被保険者に係る賦課期日の属する年の

前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等に次条第１項第１号に定める所

得割の保険料率を乗じて算定する。 

 （後期高齢者支援金等賦課額の保険料率） 

第１３条の５の５ 後期高齢者支援金等賦課額の保険料率は、次のとおりとす

る。 

(1)～(3) （略） 

２ （略） 

 

第１３条の５の６から第１３条の５の９まで 削除 
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        改        正        前         改        正        後 

援金等賦課額は、当該世帯に属する退職被保険者等につき算定した所得割

額、被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合計額とする。この場合におい

て、退職被保険者等と一般被保険者とが同一の世帯に属する場合には、所得

割額及び被保険者均等割額の合算額の総額とする。 

 （退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算定） 

第１３条の５の７ 前条の所得割額は、退職被保険者等に係る基礎控除後の総

所得金額等に、第１３条の５の５の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の被保険者均等割額の算

定） 

第１３条の５の８ 第１３条の５の６の被保険者均等割額は、第１３条の５の

５第２号に掲げる額とする。 

 （退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の世帯別平等割額の算

定） 

第１３条の５の９ 第１３条の５の６の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる

世帯の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 次号又は第３号に掲げる世帯以外の世帯 第１３条の５の５第３号アに

掲げる額 

(2) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者の属する世帯で

あって特定月以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の
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        改        正        前         改        正        後 

被保険者がいない場合に限る。） 第１３条の５の５第３号イに掲げる額 

(3) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者の属する世帯で

あって特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する

月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）

 第１３条の５の５第３号ウに掲げる額 

 （後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第１３条の５の１０ 第１３条の５の３又は第１３条の５の６の後期高齢者支

援金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯に属する場合に

は、第１３条の５の３の後期高齢者支援金等賦課額と第１３条の５の６の後

期高齢者支援金等賦課額との合算額。第１６条及び第１７条の２第１項にお

いて同じ。）は、各年度において保険料の賦課期日の前日において施行され

ていた政令第２９条の７第３項第８号に定める額を超えることができない。 

 （介護納付金賦課額の総額） 

第１３条の６ 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額（第１７条の２及び第

１７条の５の規定により介護納付金賦課額を減額するものとした場合にあっ

ては、その減額することとなる額を含む。次条及び第１３条の１０において

同じ。）の総額は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込

額を控除した額を基準として算定した額とする。 

(1) （略） 

 

 

 

 

 

 （後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第１３条の５の１０ 第１３条の５の３の後期高齢者支援金等賦課額は、各年

度において保険料の賦課期日の前日において施行されていた政令第２９条の

７第３項第８号に定める額を超えることができない。 

 

 

 

 （介護納付金賦課額の総額） 

第１３条の６ 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額（第１７条の２及び第

１７条の５の規定により介護納付金賦課額を減額するものとした場合にあっ

ては、その減額することとなる額を含む。次条及び第１３条の１０において

同じ。）の総額は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込

額を控除した額を基準として算定した額とする。 

(1) （略） 
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        改        正        前         改        正        後 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第２２条の規定により読み替えられた法第７５条の規定により

交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に

係るものに限る。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付金（国民

健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１項の規定

により読み替えられた法第７２条の３第１項及び第７２条の３の３第１

項の規定による繰入金を除く。）の額 

 （介護納付金賦課額） 

第１３条の７ 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額は、当該世帯に属する

介護納付金賦課被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合

計額とする。 

 （介護納付金賦課額の所得割額の算定） 

第１３条の８ 前条の所得割額は、介護納付金賦課被保険者に係る賦課期日の

属する年の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等に、次条の所得割の

保険料率を乗じて算定する。 

第１３条の９～第１５条 （略） 

（賦課期日後において納付義務の発生、消滅又は被保険者数の異動等があっ

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第７条の規定により読み替えられた法第７５条の規定により交

付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係

るものに限る。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付金（国民健

康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用に限る。）のための収入（法第７２条の３第１項及び

第７２条の３の３第１項の規定による繰入金を除く。）の額 

 

 （介護納付金賦課額） 

第１３条の７ 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額は、その世帯に属する

介護納付金賦課被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合

算額の総額（１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

（介護納付金賦課額の所得割額の算定） 

第１３条の８ 前条の所得割額は、介護納付金賦課被保険者に係る賦課期日の

属する年の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等に、次条第１項第１

号に定める所得割の保険料率を乗じて算定する。 

第１３条の９～第１５条 （略） 

（賦課期日後において納付義務の発生、消滅又は被保険者数の異動等があっ
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        改        正        前         改        正        後 

た場合） 

第１６条 保険料の賦課期日後に納付義務が発生し、１世帯に属する被保険者

数が増加し、若しくは減少し、又は１世帯に属する被保険者が介護納付金賦

課被保険者となった若しくは介護納付金賦課被保険者でなくなった、若しく

は政令第２９条の７の２第２項に規定する特例対象被保険者等（以下「特例

対象被保険者等」という。）となった場合における当該納付義務者に係る第

１１条、第１３条の２、第１３条の５の３若しくは第１３条の５の６の額

（被保険者数が増加し、若しくは減少した場合（特定同一世帯所属者に該当

することにより被保険者数が減少した場合を除く。）又は特例対象被保険者

等となった場合における当該納付義務者に係る世帯別平等割額を除く。）若

しくは第１３条の７の額又は第１７条の２第１項各号に定める額若しくは同

条第４項若しくは第５項の規定により読み替えて準用する同条第１項各号に

定める額の算定は、それぞれ、その納付義務が発生し、被保険者数が増加

し、若しくは減少した日（法第６条第１号から第８号までの規定のいずれか

に該当したことにより被保険者数が減少した場合においては、その減少した

日が月の初日であるときに限り、その前日とする。）又は１世帯に属する被

保険者が介護納付金賦課被保険者となった若しくは介護納付金賦課被保険者

でなくなった日若しくは特例対象被保険者等となった日の属する月から月割

をもって行う。 

た場合） 

第１６条 保険料の賦課期日後に納付義務が発生し、又は１世帯に属する被保

険者数が増加し、若しくは減少し、若しくは１世帯に属する被保険者が介護

納付金賦課被保険者となった若しくは介護納付金賦課被保険者でなくなっ

た、若しくは政令第２９条の７の２第２項に規定する特例対象被保険者等

（以下「特例対象被保険者等」という。）となった場合における当該納付義

務者に係る第１１条若しくは第１３条の５の３の額（被保険者数が増加し、

若しくは減少した場合（特定同一世帯所属者に該当することにより被保険者

数が減少した場合を除く。）又は特例対象被保険者等となった場合における

当該納付義務者に係る世帯別平等割額を除く。）若しくは第１３条の７の額

又は第１７条の２第１項各号（同条第４項又は第５項において読み替えて準

用する場合を含む。次項において同じ。）に定める額、第１７条の４第１項

（同条第３項において読み替えて準用する場合を含む。次項において同

じ。）に定める第１３条第１項の規定による基礎賦課額の被保険者均等割の

保険料率にそれぞれ１０分の５を乗じて得た額、第１７条の４第４項第１号

（同条第６項において読み替えて準用する場合を含む。次項において同

じ。）に定める額、第１７条の５第１項各号（同条第２項又は第３項におい

て読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）に定める額若しく

は同条第４項各号（同条第５項又は第６項において読み替えて準用する場合
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

２ 保険料の賦課期日後に納付義務が消滅した場合における当該納付義務者に

係る第１１条、第１３条の２、第１３条の５の３若しくは第１３条の５の６

の額若しくは第１３条の７の額又は第１７条の２第１項各号に定める額若し

くは同条第４項若しくは第５項の規定により読み替えて準用する同条第１項

各号に定める額の算定は、その納付義務が消滅した日（法第６条第１号から

第８号までの規定のいずれかに該当したことにより納付義務が消滅した場合

においては、その消滅した日が月の初日であるときに限り、その前日とす

る。）の属する月の前月まで、月割をもって行う。 

 

 

第１７条 （略） 

 （低所得者の保険料の減額） 

を含む。次項において同じ。）に定める額の算定は、それぞれ、その納付義

務が発生し、又は被保険者数が増加し、若しくは減少した日（法第６条第１

号から第８号までの規定のいずれかに該当したことにより被保険者数が減少

した場合においては、その減少した日が月の初日であるときに限り、その前

日とする。）若しくは１世帯に属する被保険者が介護納付金賦課被保険者と

なった若しくは介護納付金賦課被保険者でなくなった日若しくは特例対象被

保険者等となった日の属する月から、月割をもって行う。 

２ 保険料の賦課期日後に納付義務が消滅した場合における当該納付義務者に

係る第１１条若しくは第１３条の５の３の額若しくは第１３条の７の額又は

第１７条の２第１項各号に定める額、第１７条の４第１項に定める第１３条

第１項の規定による基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率にそれぞれ１０

分の５を乗じて得た額、第１７条の４第４項第１号に定める額、第１７条の

５第１項各号に定める額若しくは同条第４項各号に定める額の算定は、その

納付義務が消滅した日（法第６条第１号から第８号までの規定のいずれかに

該当したことにより納付義務が消滅した場合においては、その消滅した日が

月の初日であるときに限り、その前日とする。）の属する月の前月まで、月

割をもって行う。 

第１７条 （略） 

 （低所得者の保険料の減額） 
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        改        正        前         改        正        後 

第１７条の２ 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額

のうち基礎賦課額は、第１１条又は第１３条の２の基礎賦課額から、それぞ

れ、当該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が第１３条

の５の規定により基礎賦課額の限度として定める額を超える場合には、当該

基礎賦課額の限度として定める額）とする。 

(1) （略） 

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して

計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１号

に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万

円を乗じて得た金額を加えた金額）に２９０，０００円に当該年度の保険

料の賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその発

生した日とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同

一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯

に係る保険料の納付義務者であって前号に該当する者以外のもの アに掲

げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保

険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる

額とを合算した額 

ア・イ （略） 

第１７条の２ 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額

のうち基礎賦課額は、第１１条の基礎賦課額から、それぞれ、当該各号に定

める額を減額して得た額（当該減額して得た額が第１３条の５の規定により

基礎賦課額の限度として定める額を超える場合には、当該基礎賦課額の限度

として定める額）とする。 

(1) （略） 

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して

計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１号

に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万

円を乗じて得た金額を加えた金額）に２９５，０００円に当該年度の保険

料の賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその発

生した日とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同

一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯

に係る保険料の納付義務者であって前号に該当する者以外のもの アに掲

げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保

険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる

額とを合算した額 

ア・イ （略） 
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        改        正        前         改        正        後 

(3) 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分し

て計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１

号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっ

ては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０

万円を乗じて得た金額を加えた金額）に５３５，０００円に当該年度の保

険料の賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその

発生した日とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定

同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世

帯に係る保険料の納付義務者であって前２号に該当する者以外のもの ア

に掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の

被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲

げる額とを合算した額 

ア・イ （略） 

２・３ （略） 

４ 前３項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と、「第１１条又は第１３条の２」とあるのは「第１３条の５の３

又は第１３条の５の６」と、「第１３条の５」とあるのは「第１３条の５の

１０」と読み替えるものとする。 

(3) 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分し

て計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１

号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっ

ては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０

万円を乗じて得た金額を加えた金額）に５４５，０００円に当該年度の保

険料の賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその

発生した日とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定

同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世

帯に係る保険料の納付義務者であって前２号に該当する者以外のもの ア

に掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の

被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲

げる額とを合算した額 

ア・イ （略） 

２・３ （略） 

４ 前３項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と、「第１１条」とあるのは「第１３条の５の３」と、「第１３条

の５」とあるのは「第１３条の５の１０」と読み替えるものとする。 
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        改        正        前         改        正        後 

５ 第１項から第３項までの規定は、介護納付金賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦

課額」と、「第１１条又は第１３条の２」とあるのは「第１３条の７」と、

「第１３条の５」とあるのは「第１３条の１０」と読み替えるものとする。 

第１７条の３ （略） 

 （未就学児の被保険者均等割額の減額） 

第１７条の４ 当該年度において、その世帯に６歳に達する日以後の最初の３

月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合（第

４項の規定の適用を受ける場合を除く。）における当該被保険者に係る当該

年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第１３条第１項又は第１３条の

４の規定による基礎賦課額の被保険者均等割の保険料額に、それぞれ、１０

分の５を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた

額）とする。 

２ （略） 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において、第１項中「第４項」とあるのは「第６項において準用する

第４項」と、「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、

「第１３条第１項又は第１３条の４」とあるのは「第１３条の５の５第１項

又は第１３条の５の８」と、前項中「前項」とあるのは「次項において準用

５ 第１項から第３項までの規定は、介護納付金賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦

課額」と、「第１１条」とあるのは「第１３条の７」と、「第１３条の５」

とあるのは「第１３条の１０」と読み替えるものとする。 

第１７条の３ （略） 

 （未就学児の被保険者均等割額の減額） 

第１７条の４ 当該年度において、その世帯に６歳に達する日以後の最初の３

月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合（第

４項の規定の適用を受ける場合を除く。）における当該被保険者に係る当該

年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第１３条第１項の規定による基

礎賦課額の被保険者均等割の保険料率から、当該保険料率に、それぞれ、１

０分の５を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り上げた

額）を控除して得た額とする。 

２ （略） 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において、第１項中「第４項」とあるのは「第６項において準用する

第４項」と、「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、

「第１３条第１項」とあるのは「第１３条の５の５第１項」と、前項中「前

項」とあるのは「次項において準用する前項」と読み替えるものとする。 
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        改        正        前         改        正        後 

する前項」と読み替えるものとする。 

４ 当該年度において、第１７条の２に規定する基準に従い保険料を減額する

ものとした納付義務者の世帯に未就学児がある場合における当該未就学児に

係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第１３条第１項又は第

１３条の４の規定による基礎賦課額の被保険者均等割の保険料額から、当該

保険料額に第１７条の２第１項各号に規定する場合に応じてそれぞれ同項各

号アに掲げる割合を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、これを切

り上げた額）を控除して得た額に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額

（１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

 

 

 

 

 

 

５ （略） 

６ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において、第４項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と、「第１３条第１項又は第１３条の４」とあるのは「第１３条の

 

４ 当該年度において、第１７条の２に規定する基準に従い保険料を減額する

ものとした納付義務者の世帯に未就学児がある場合における当該未就学児に

係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第１号に掲げる額から

第２号に掲げる額を控除して得た額とする。 

 

 

 

 

(1) 第１３条第１項の規定による基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率か

ら、当該保険料率に第１７条の２第１項各号に規定する場合に応じてそれ

ぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じて得た額（１円未満の端数があるとき

は、これを切り上げた額）を控除して得た額 

(2) 前号に掲げる額に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額（１円未満の

端数があるときは、これを切り上げた額） 

５ （略） 

６ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において、第４項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と、「第１３条第１項」とあるのは「第１３条の５の５第１項」
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1
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        改        正        前         改        正        後 

５の５第１項又は第１３条の５の８」と、前項中「前項」とあるのは「次項

において準用する前項」と読み替えるものとする。 

（出産被保険者の保険料の減額） 

第１７条の５ 当該年度において、世帯に出産被保険者（政令第２９条の７第

５項第８号に規定する出産被保険者をいう。以下同じ。）がある場合（第４

項の規定の適用を受ける場合を除く。）における当該世帯の納付義務者に対

して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第１１条又は第１３条の２

の基礎賦課額から、次に掲げる額の合算額を減額して得た額（当該減額して

得た額が第１３条の５の規定により基礎賦課額の限度として定める額を超え

る場合には、当該基礎賦課額の限度として定める額）とする。 

 

(1)・(2) （略） 

２ 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この

場合において、同項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課

額」と、「第１１条又は第１３条の２」とあるのは「第１３条の５の３又は

第１３条の５の６」と、「第１３条の５」とあるのは「第１３条の５の１

０」と読み替えるものとする。 

３ 第１項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場合に

おいて、同項中「出産被保険者をいう。以下同じ」とあるのは「出産被保険

と、前項中「前項」とあるのは「次項において準用する前項」と読み替える

ものとする。 

（出産被保険者の保険料の減額） 

第１７条の５ 当該年度において、世帯に出産被保険者（政令第２９条の７第

５項第８号に規定する出産被保険者をいう。以下同じ。）がある場合（第４

項の規定の適用を受ける場合を除く。）における当該世帯の納付義務者に対

して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第１１条の基礎賦課額か

ら、次に掲げる額（１円未満の端数があるときは、これを切り上げた額）の

合算額を減額して得た額（当該減額して得た額が第１３条の５の規定により

基礎賦課額の限度として定める額を超える場合には、当該基礎賦課額の限度

として定める額）とする。 

(1)・(2) （略） 

２ 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この

場合において、同項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課

額」と、「第１１条」とあるのは「第１３条の５の３」と、「第１３条の

５」とあるのは「第１３条の５の１０」と読み替えるものとする。 

 

３ 第１項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場合に

おいて、同項中「出産被保険者をいう。以下同じ」とあるのは「出産被保険
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        改        正        前         改        正        後 

者（介護納付金賦課被保険者である者に限る。）をいう。以下この項におい

て同じ」と、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第１１

条又は第１３条の２」とあるのは「第１３条の７」と、「第１３条の５」と

あるのは「第１３条の１０」と読み替えるものとする。 

４ 当該年度において、第１７条の２に規定する基準に従い保険料を減額する

ものとした納付義務者の世帯に出産被保険者がある場合における当該世帯の

納付義務者に対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、当該減額後

の第１１条又は第１３条の２の基礎賦課額から、次に掲げる額の合算額を減

額して得た額（当該減額して得た額が第１３条の５の規定により基礎賦課額

の限度として定める額を超える場合には、当該基礎賦課額の限度として定め

る額）とする。 

(1)・(2) （略） 

５ 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この

場合において、同項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課

額」と、「第１１条又は第１３条の２」とあるのは「第１３条の５の３又は

第１３条の５の６」と、「第１３条の５」とあるのは「第１３条の５の１

０」と読み替えるものとする。 

６ 第４項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場合に

おいて、同項中「に出産被保険者」とあるのは「に出産被保険者（介護納付

者（介護納付金賦課被保険者である者に限る。）をいう。以下この項におい

て同じ」と、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第１１

条」とあるのは「第１３条の７」と、「第１３条の５」とあるのは「第１３

条の１０」と読み替えるものとする。 

４ 当該年度において、第１７条の２に規定する基準に従い保険料を減額する

ものとした納付義務者の世帯に出産被保険者がある場合における当該世帯の

納付義務者に対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、当該減額後

の第１１条の基礎賦課額から、次に掲げる額（１円未満の端数があるとき

は、これを切り上げた額）の合算額を減額して得た額（当該減額して得た額

が第１３条の５の規定により基礎賦課額の限度として定める額を超える場合

には、当該基礎賦課額の限度として定める額）とする。 

(1)・(2) （略） 

５ 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この

場合において、同項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課

額」と、「第１１条」とあるのは「第１３条の５の３」と、「第１３条の

５」とあるのは「第１３条の５の１０」と読み替えるものとする。 

 

６ 第４項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場合に

おいて、同項中「に出産被保険者」とあるのは「に出産被保険者（介護納付
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        改        正        前         改        正        後 

金賦課被保険者である者に限る。以下この項において同じ。）」と、「基礎

賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第１１条又は第１３条の

２」とあるのは「第１３条の７」と、「第１３条の５」とあるのは「第１３

条の１０」と読み替えるものとする。 

第１７条の６～第３１条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金賦課被保険者である者に限る。以下この項において同じ。）」と、「基礎

賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第１１条」とあるのは「第

１３条の７」と、「第１３条の５」とあるのは「第１３条の１０」と読み替

えるものとする。 

第１７条の６～第３１条 （略） 
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議案第９号 

 

 

池田市介護保険条例の一部改正について 

 

 

 池田市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和６年２月２８日 提出 

 

 

                     池田市長  瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

 

 

理  由 

  介護保険法の規定に基づき、第９期介護保険事業計画に定める保険給付に

要する費用の推計額等に照らして令和６年度から令和８年度までの保険料率

を定めるため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市介護保険条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市介護保険条例（平成１２年池田市条例第４号）の一部を次のように改

正する。 

第１１条第１項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８

年度」に改め、同項第１号中「３５，７６０円」を「３４，３９８円」に改

め、同項第２号中「５０，０６４円」を「４９，１４０円」に改め、同項第３

号中「５３，６４０円」を「５２，１６４円」に改め、同項第４号中「６０，

７９２円」を「６６，５２８円」に改め、同項第５号中「７１，５２０円」を

「７５，６００円」に改め、同項第６号中「８２，２４８円」を「９０，７２

０円」に改め、同号イ中「である者」を削り、「もの」を「者」に改め、同号

イを同号アとし、同号ロ中「次号ロ、第８号ロ、第９号ロ、第１０号ロ、第１

１号ロ、第１２号ロ、第１３号ロ又は第１４号ロ」を「次号イ、第８号イ、第

９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ、第１３号イ、第１４号イ又は

第１５号イ」に改め、同号ロを同号イとし、同項第７号中「８５，８２４円」

を「９６，７６８円」に改め、同号イ中「である者」を削り、「もの」を

「者」に改め、同号イを同号アとし、同号ロ中「次号ロ、第９号ロ、第１０号

ロ、第１１号ロ、第１２号ロ、第１３号ロ又は第１４号ロ」を「次号イ、第９

号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ、第１３号イ、第１４号イ又は第

１５号イ」に改め、同号ロを同号イとし、同項第８号中「９２，９７６円」を

「９８，２８０円」に改め、同号イ中「である者」を削り、「もの」を「者」

に改め、同号イを同号アとし、同号ロ中「次号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ、

第１２号ロ、第１３号ロ又は第１４号ロ」を「次号イ、第１０号イ、第１１号

イ、第１２号イ、第１３号イ、第１４号イ又は第１５号イ」に改め、同号ロを
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同号イとし、同項第９号中「１０７，２８０円」を「１１３，４００円」に改

め、同号イ中「である者」を削り、「もの」を「者」に改め、同号イを同号ア

とし、同号ロ中「次号ロ、第１１号ロ、第１２号ロ、第１３号ロ又は第１４号

ロ」を「次号イ、第１１号イ、第１２号イ、第１３号イ、第１４号イ又は第１

５号イ」に改め、同号ロを同号イとし、同項第１０号中「１２１，５８４円」

を「１２８，５２０円」に改め、同号イ中「４００万円」を「４２０万円」に

改め、「である者」を削り、「もの」を「者」に改め、同号イを同号アとし、

同号ロ中「次号ロ、第１２号ロ、第１３号ロ又は第１４号ロ」を「次号イ、第

１２号イ、第１３号イ、第１４号イ又は第１５号イ」に改め、同号ロを同号イ

とし、同項第１１号中「１２５，１６０円」を「１４３，６４０円」に改め、

同号イ中「４００万円以上５００万円」を「４２０万円以上５２０万円」に改

め、「である者」を削り、「もの」を「者」に改め、同号イを同号アとし、同

号ロ中「次号ロ、第１３号ロ又は第１４号ロ」を「次号イ、第１３号イ、第１

４号イ又は第１５号イ」に改め、同号ロを同号イとし、同項第１２号中「１３

５，８８８円」を「１５８，７６０円」に改め、同号イ中「５００万円以上８

００万円」を「５２０万円以上６２０万円」に改め、「である者」を削り、

「もの」を「者」に改め、同号イを同号アとし、同号ロ中「次号ロ又は第１４

号ロ」を「次号イ、第１４号イ又は第１５号イ」に改め、同号ロを同号イと

し、同項第１３号中「１４３，０４０円」を「１７３，８８０円」に改め、同

号イ中「８００万円以上１，０００万円」を「６２０万円以上７２０万円」に

改め、「である者」を削り、「もの」を「者」に改め、同号イを同号アとし、

同号ロ中「又は次号ロ」を「、次号イ又は第１５号イ」に改め、同号ロを同号

イとし、同項第１４号中「１５０，１９２円」を「１８１，４４０円」に改

め、同号イ中「１，０００万円以上１，５００万円」を「７２０万円以上１，

０００万円」に改め、「である者」を削り、「もの」を「者」に改め、同号イ

を同号アとし、同号ロ中「部分を除く。）」の次に「又は次号イ」を加え、同
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号ロを同号イとし、同項第１５号中「１６０，９２０円」を「２４１，９２０

円」に改め、同号を同項第１６号とし、同項第１４号の次に次の１号を加え

る。 

(15)次のいずれかに該当する者 ２１９，２４０円 

ア 合計所得金額が１，０００万円以上１，５００万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）に該当する者を除

く。） 

第１１条第２項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８

年度」に、「２１，４５６円」を「２１，５４６円」に改め、同条第３項中

「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に、「３２，

１８４円」を「３４，０２０円」に改め、同条第４項中「令和３年度から令和

５年度」を「令和６年度から令和８年度」に、「５０，０６４円」を「５１，

７８６円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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議案第９号  説  明 

 

池田市介護保険条例の一部改正について 

 

１ 令和６年度から令和８年度までの保険料率について、次のとおり定めるも

のであること。また、文言の整備等を行うものであること。 

(1) 第１１条第１項第１号から第５号まで 

区分 
令和３年度～令和５年度（参考） 令和６年度～令和８年度 

保険料率 保険料率 

第 １ 号 
35,760円 

（減額賦課 21,456円） 

34,398円 

（減額賦課 21,546円） 

第 ２ 号 
50,064円 

（減額賦課 32,184円） 

49,140円 

（減額賦課 34,020円） 

第 ３ 号 
53,640円 

（減額賦課 50,064円） 

52,164円 

（減額賦課 51,786円） 

第 ４ 号 60,792円 66,528円 

第 ５ 号 71,520円 75,600円 

(2) 第１１条第１項第６号から第１６号まで 

区分 
令和３年度～令和５年度（参考） 令和６年度～令和８年度 

合計所得金額 保険料率 合計所得金額 保険料率 

第 ６ 号 120万円未満 82,248円 120万円未満 90,720円 

第 ７ 号 
120万円以上 

160万円未満 
85,824円 

120万円以上 

160万円未満 
96,768円 

第 ８ 号 
160万円以上 

210万円未満 
92,976円 

160万円以上 

210万円未満 
98,280円 

第 ９ 号 
210万円以上 

320万円未満 
107,280円 

210万円以上 

320万円未満 
113,400円 

第１０号 
320万円以上 

400万円未満 
121,584円 

320万円以上 

420万円未満 
128,520円 
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第１１号 
400万円以上 

500万円未満 
125,160円 

420万円以上 

520万円未満 
143,640円 

第１２号 
500万円以上 

800万円未満 
135,888円 

520万円以上 

620万円未満 
158,760円 

第１３号 
800万円以上 

1,000万円未満 
143,040円 

620万円以上 

720万円未満 
173,880円 

第１４号 
1,000万円以上 

1,500万円未満 
150,192円 

720万円以上 

1,000万円未満 
181,440円 

第１５号 1,500万円以上 160,920円 
1,000万円以上 

1,500万円未満 
219,240円 

第１６号   1,500万円以上 241,920円 

（第１１条の改正関係） 

２ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。また、所要

の経過措置を設けるものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第９号  参  考 

池田市介護保険条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条～第１０条 （略） 

（保険料率） 

第１１条 令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率は、次の

各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」という。）

第３９条第１項第１号に掲げる者 ３５，７６０円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ５０，０６４円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５３，６４０円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６０，７９２円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７１，５２０円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ８２，２４８円 

イ 合計所得金額（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第

１項第１３号に規定する合計所得金額（租税特別措置法（昭和３２年法

律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第

３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の

２第１項、第３５条の３第１項又は第３６条の規定の適用がある場合

は、当該合計所得金額から令第２２条の２第２項に規定する特別控除額

第１条～第１０条 （略） 

（保険料率） 

第１１条 令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料率は、次の

 各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」という。）

第３９条第１項第１号に掲げる者 ３４，３９８円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４９，１４０円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５２，１６４円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６６，５２８円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７５，６００円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ９０，７２０円 

ア 合計所得金額（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第

１項第１３号に規定する合計所得金額（租税特別措置法（昭和３２年法

律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第

３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の

２第１項、第３５条の３第１項又は第３６条の規定の適用がある場合

は、当該合計所得金額から令第２２条の２第２項に規定する特別控除額

-
 
1
3
1
 
-



        改        正        前         改        正        後 

を控除して得た額（当該額が零を下回る場合は、零））をいう。以下同

じ。）が１２０万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該

当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号ロ、第８号

ロ、第９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ、第１２号ロ、第１３号ロ又は

第１４号ロに該当する者を除く。） 

(7) 次のいずれかに該当する者 ８５，８２４円 

イ 合計所得金額が１２０万円以上１６０万円未満である者であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号ロ、第９号

ロ、第１０号ロ、第１１号ロ、第１２号ロ、第１３号ロ又は第１４号ロ

に該当する者を除く。） 

(8) 次のいずれかに該当する者 ９２，９７６円 

イ 合計所得金額が１６０万円以上２１０万円未満である者であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

を控除して得た額（当該額が零を下回る場合は、零））をいう。以下同

じ。）が１２０万円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない

者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第８号

イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ、第１３号イ、第

１４号イ又は第１５号イに該当する者を除く。） 

(7) 次のいずれかに該当する者 ９６，７６８円 

ア 合計所得金額が１２０万円以上１６０万円未満であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第９号

イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ、第１３号イ、第１４号イ又

は第１５号イに該当する者を除く。） 

(8) 次のいずれかに該当する者 ９８，２８０円 

ア 合計所得金額が１６０万円以上２１０万円未満であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しない者 

-
 
1
3
2
 
-



        改        正        前         改        正        後 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号ロ、第１０号

ロ、第１１号ロ、第１２号ロ、第１３号ロ又は第１４号ロに該当する者

を除く。） 

(9) 次のいずれかに該当する者 １０７，２８０円 

イ 合計所得金額が２１０万円以上３２０万円未満である者であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号ロ、第１１号

ロ、第１２号ロ、第１３号ロ又は第１４号ロに該当する者を除く。） 

 

(10)次のいずれかに該当する者 １２１，５８４円 

イ 合計所得金額が３２０万円以上４００万円未満である者であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号ロ、第１２号

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第１０号

イ、第１１号イ、第１２号イ、第１３号イ、第１４号イ又は第１５号イ

に該当する者を除く。） 

(9) 次のいずれかに該当する者 １１３，４００円 

ア 合計所得金額が２１０万円以上３２０万円未満であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第１１号

イ、第１２号イ、第１３号イ、第１４号イ又は第１５号イに該当する者

を除く。） 

(10)次のいずれかに該当する者 １２８，５２０円 

ア 合計所得金額が３２０万円以上４２０万円未満であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第１２号
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        改        正        前         改        正        後 

ロ、第１３号ロ又は第１４号ロに該当する者を除く。） 

(11)次のいずれかに該当する者 １２５，１６０円 

イ 合計所得金額が４００万円以上５００万円未満である者であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号ロ、第１３号

ロ又は第１４号ロに該当する者を除く。） 

(12)次のいずれかに該当する者 １３５，８８８円 

イ 合計所得金額が５００万円以上８００万円未満である者であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号ロ又は第１４

号ロに該当する者を除く。） 

(13)次のいずれかに該当する者 １４３，０４０円 

イ 合計所得金額が８００万円以上１，０００万円未満である者であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

イ、第１３号イ、第１４号イ又は第１５号イに該当する者を除く。） 

(11)次のいずれかに該当する者 １４３，６４０円 

ア 合計所得金額が４２０万円以上５２０万円未満であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第１３号

イ、第１４号イ又は第１５号イに該当する者を除く。） 

(12)次のいずれかに該当する者 １５８，７６０円 

ア 合計所得金額が５２０万円以上６２０万円未満であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第１４号

イ又は第１５号イに該当する者を除く。） 

(13)次のいずれかに該当する者 １７３，８８０円 

ア 合計所得金額が６２０万円以上７２０万円未満であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分
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        改        正        前         改        正        後 

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）又は次号ロに該当す

る者を除く。） 

(14)次のいずれかに該当する者 １５０，１９２円 

イ 合計所得金額が１，０００万円以上１，５００万円未満である者であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）に該当する者を除

く。） 

 

 

 

 

 

 

 

(15)前各号のいずれにも該当しない者 １６０，９２０円 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る令

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号イ又は第１５

号イに該当する者を除く。） 

(14)次のいずれかに該当する者 １８１，４４０円 

ア 合計所得金額が７２０万円以上１，０００万円未満であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）又は次号イに該当す

る者を除く。） 

(15)次のいずれかに該当する者 ２１９，２４０円 

ア 合計所得金額が１，０００万円以上１，５００万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）に該当する者を除

く。） 

(16)前各号のいずれにも該当しない者 ２４１，９２０円 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る令
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        改        正        前         改        正        後 

和３年度から令和５年度までにおける保険料率は、同号の規定にかかわら

ず、２１，４５６円とする。 

３ 第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る

令和３年度から令和５年度までにおける保険料率は、同号の規定にかかわら

ず、３２，１８４円とする。 

４ 第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る

令和３年度から令和５年度までにおける保険料率は、同号の規定にかかわら

ず、５０，０６４円とする。 

第１２条～第２５条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和６年度から令和８年度までにおける保険料率は、同号の規定にかかわら

ず、２１，５４６円とする。 

３ 第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る

令和６年度から令和８年度までにおける保険料率は、同号の規定にかかわら

ず、３４，０２０円とする。 

４ 第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る

令和６年度から令和８年度までにおける保険料率は、同号の規定にかかわら

ず、５１，７８６円とする。 

第１２条～第２５条 （略） 
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議案第１０号 

 

 

池田市指定居宅介護支援事業者の指定並びに指定居宅介護支援等の

事業の人員及び運営に関する基準を定める条例の一部改正について 

 

 

 池田市指定居宅介護支援事業者の指定並びに指定居宅介護支援等の事業の人

員及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

 

  令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

理  由 

  指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準の一部改正に伴い、

本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

   池田市指定居宅介護支援事業者の指定並びに指定居宅介護支援等の事業

の人員及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（案） 

 

 池田市指定居宅介護支援事業者の指定並びに指定居宅介護支援等の事業の人

員及び運営に関する基準を定める条例（平成３０年池田市条例第７号）の一部

を次のように改正する。 

 第５条第４項中「地域包括支援センター」の次に「（以下「地域包括支援セ

ンター」という。）」を加える。 

 第６条第２項中「が３５」を「（当該指定居宅介護支援事業者が指定介護予

防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第１１５条の２３第３項の規定によ

り地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者から委託を受

けて、当該指定居宅介護支援事業所において指定介護予防支援（法第５８条第

１項に規定する指定介護予防支援をいう。以下この項及び第１７条第３０号に

おいて同じ。）を行う場合にあっては、当該事業所における指定居宅介護支援

の利用者の数に当該事業所における指定介護予防支援の利用者の数に３分の１

を乗じた数を加えた数。次項において同じ。）が４４」に改め、同条に次の１

項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国民

健康保険中央会（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央会という

名称で設立された法人をいう。）が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事

業者及び指定居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算機と接続された居

宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理システムを利用し、かつ、

事務職員を配置している場合における第１項に規定する員数の基準は、利用

者の数が４９又はその端数を増すごとに１とする。 
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 第７条第３項第２号中「同一敷地内にある」を削る。 

 第８条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」を加

え、「、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サー

ビス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通

所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けら

れた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事

業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの

回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業

者によって提供されたものが占める割合」を削り、同条中第７項を第８項とし、

同条第６項中「第４項の」を「第５項の」に改め、同項第１号中「第４項各

号」を「第５項各号」に改め、同項を同条第７項とし、同条中第５項を第６項

とし、同条第４項中「第６項」を「第７項」に改め、同項第２号中「磁気ディ

スク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実

に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第

３８条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改め、同項を同

条第５項とし、同条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あら

かじめ、利用者又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護支援事業

所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介

護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護

等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割

合及び前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サー

ビス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サ

ービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが
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占める割合につき説明を行い、理解を得るよう努めなければならない。 

 第１７条中第３１号を第３３号とし、同条第３０号中「基づき、」の次に

「地域包括支援センターの設置者である」を加え、同号を同条第３２号とし、

同条中第２９号を第３１号とし、第１８号から第２８号までを２号ずつ繰り下

げ、同条第１７号中「第３号から第１２号」を「第５号から第１４号」に、

「第１３号」を「第１５号」に改め、同号を同条第１９号とし、同条中第１６

号を第１８号とし、同条第１５号ア中「、利用者の居宅を訪問し」を削り、同

号中イをウとし、アの次に次のように加える。 

  イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこ

と。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも２月に

１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の居宅

を訪問しない月においては、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面

接することができるものとする。 

(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により

利用者の同意を得ていること。 

(ｲ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医

師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

    (ⅰ)利用者の心身の状況が安定していること。 

(ⅱ)利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができ

ること。 

(ⅲ)介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングで

は把握できない情報について、担当者から提供を受けること。 

 第１７条中第１５号を第１７号とし、同条第１４号中「医師若しくは歯科医

師」を「医師等」に改め、同号を同条第１６号とし、同条中第１３号を第１５

号とし、第３号から第１２号までを２号ずつ繰り下げ、第２号の次に次の２号

を加える。 
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 (3) 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束そ

の他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行

ってはならない。 

 (4) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

 第２８条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において「重要事項」

という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、

「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載

しなければならない。 

 第３６条第２項中「当該記録等に係る居宅サービス計画の完了の日（第３号

に掲げる記録にあっては当該通知の日、第５号に掲げる記録にあっては当該記

録を作成した日）」を「その完結の日」に改め、同項第１号中「第１７条第１

３号」を「第１７条第１５号」に改め、同項第５号中「に規定する」を「の規

定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を

「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項中第３号を第４号とし、

第２号の次に次の１号を加える。 

 (3) 第１７条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 第３８条第１項中「第１７条第２８号」を「第１７条第３０号」に改め、

「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるも

のをいう。）」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２８条に１項を

加える改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 

 （記録等の保存に係る経過措置） 

２ この条例による改正後の第３６条第２項の規定は、この条例の施行の日以

後に同項の規定により保存期間の起算日が到来する記録等の保存について適

用し、同日前にこの条例による改正前の第３６条第２項の規定により保存期

間の起算日が到来した記録等の保存については、なお従前の例による。 
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議案第１０号  説  明 

 

池田市指定居宅介護支援事業者の指定並びに指定居宅介護支援等の

事業の人員及び運営に関する基準を定める条例の一部改正について 

 

１ 文言の整備を行うものであること。 

（第５条の改正関係） 

２ 指定居宅介護支援事業所の従業者の員数について、居宅サービス計画の情

報の共有等のための情報処理システム（ケアプランデータ連携システム）を

利用し、かつ、事務職員を配置している場合の基準を新たに定め、また、こ

れ以外の場合の基準を変更するものであること。 

（第６条の改正関係） 

３ 指定居宅介護支援事業所の管理者が他の事業所の職務を兼務することにつ

いて、当該他の事業所が同一敷地内にあるものでなくてもこれを可能とする

ための整備を行うものであること。 

（第７条の改正関係） 

４ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あら

かじめ、前６月間に作成された居宅サービス計画に関する説明を行い、理解

を得なければならないとする義務付けについて、これを努力義務に緩和する

ものであること。また、文言の整備を行うものであること。 

（第８条の改正関係） 

５ 指定居宅介護支援の具体的取扱方針について、次のとおり整備を行うもの

であること。また、文言の整備を行うものであること。 

(1) 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行っては

ならないものとし、これを行う場合は、その態様及び時間、利用者の心身
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の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないとするもの 

(2) 介護支援専門員がモニタリングのために行わなければならない利用者と

の面接について、従来は１月に１回以上居宅の訪問により行うことが義務

であるところ、例外として、一定の要件の下、これを２月に１回とし、訪

問しない月においてはテレビ電話装置等を活用して面接することができる

こととするもの 

(3) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）の一部改正により、指定介護予

防支援事業者の指定の対象が拡大され、従来の地域包括支援センターの設

置者のほか、指定居宅介護支援事業者が追加されたことに伴う所要の整理

を行うもの 

（第１７条の改正関係） 

６ 指定居宅介護支援事業者は、運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体

制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項につ

いて、原則ウェブサイトに掲載しなければならないとするものであること。 

（第２８条の改正関係） 

７ ５の(1)の身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為に係る記録につ

いて、５年間保存しなければならないとするものであること。また、所要の

規定の整備を行うものであること。 

（第３６条の改正関係） 

８ ５に伴う所要の整理及び文言の整備を行うものであること。 

（第３８条の改正関係） 

９ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。ただし、６

については、令和７年４月１日から施行するものであること。また、所要の

経過措置を設けるものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第１０号  参  考 

池田市指定居宅介護支援事業者の指定並びに指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前                 改        正        後         

第１条～第４条 （略） 

第５条 （略） 

２・３ （略） 

４ 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市、法第１１５条

の４６第１項に規定する地域包括支援センター、老人福祉法（昭和３８年法

律第１３３号）第２０条の７の２第１項に規定する老人介護支援センター、

他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事業者、介護保険施設、障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事

業者等との連携に努めなければならない。 

 

５・６ （略） 

 （従業者の員数） 

第６条 （略） 

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者の数が３５又はその端数を増すごと

に１とする。 

 

第１条～第４条 （略） 

第５条 （略） 

２・３ （略） 

４ 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市、法第１１５条

の４６第１項に規定する地域包括支援センター（以下「地域包括支援センタ

ー」という。）、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の７の

２第１項に規定する老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、

指定介護予防支援事業者、介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５１条の１７

第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者等との連携に努めなければ

ならない。 

５・６ （略） 

 （従業者の員数） 

第６条 （略） 

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者の数（当該指定居宅介護支援事業者

が指定介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第１１５条の２３第

３項の規定により地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事

-
 
1
4
5
 
-



 

        改        正        前                 改        正        後         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （管理者） 

第７条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければならな

い。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

 (1) （略） 

業者から委託を受けて、当該指定居宅介護支援事業所において指定介護予防

支援（法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。以下この項及

び第１７条第３０号において同じ。）を行う場合にあっては、当該事業所に

おける指定居宅介護支援の利用者の数に当該事業所における指定介護予防支

援の利用者の数に３分の１を乗じた数を加えた数。次項において同じ。）が

４４又はその端数を増すごとに１とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国民

健康保険中央会（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央会という

名称で設立された法人をいう。）が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事

業者及び指定居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算機と接続された居

宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理システムを利用し、かつ、

事務職員を配置している場合における第１項に規定する員数の基準は、利用

者の数が４９又はその端数を増すごとに１とする。 

 （管理者） 

第７条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければならな

い。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

 (1) （略） 

-
 
1
4
6
 
-



 

        改        正        前                 改        正        後         

 (2) 管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合（その管理

する指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

 （重要事項の説明等） 

第８条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あら

かじめ、居宅サービス計画が第５条に規定する基本方針及び利用者の希望に

基づき作成されるものであり、利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を

紹介するよう求めることができること、前６月間に当該指定居宅介護支援事

業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介

護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護

等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割

合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービ

ス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サー

ビス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占

める割合等につき説明を行い、理解を得なければならない。 

 

 

 

 

 (2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定居宅介護

支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

 （重要事項の説明等） 

第８条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あら

かじめ、利用者又はその家族に対し、居宅サービス計画が第５条に規定する

基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるものであり、利用者は複数の

指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができること等につき

説明を行い、理解を得なければならない。 

 

 

 

 

 

 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あら

かじめ、利用者又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護支援事業

所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介

護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護

-
 
1
4
7
 
-



 

        改        正        前                 改        正        後         

 

 

 

 

 

３ （略） 

４ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があった

場合には、第１項の規定による文書の交付に代えて、第６項で定めるところ

により当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要

事項を電子情報処理組織（指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機

と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接

続した電子情報処理組織をいう。以下この項において同じ。）を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下こ

の条において「電磁的方法」という。）により提供することができる。この

場合において、当該指定居宅介護支援事業者は、当該文書を交付したものと

みなす。 

 (1) （略） 

 (2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一

定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイル

等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割

合及び前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サー

ビス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サ

ービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが

占める割合につき説明を行い、理解を得るよう努めなければならない。 

４ （略） 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があった

場合には、第１項の規定による文書の交付に代えて、第７項で定めるところ

により当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要

事項を電子情報処理組織（指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機

と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接

続した電子情報処理組織をいう。以下この項において同じ。）を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下こ

の条において「電磁的方法」という。）により提供することができる。この

場合において、当該指定居宅介護支援事業者は、当該文書を交付したものと

みなす。 

 (1) （略） 

 (2) 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

-
 
1
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-



 

        改        正        前                 改        正        後         

に第１項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

 

 

５ （略） 

６ 指定居宅介護支援事業者は、第４項の規定により第１項に規定する重要事

項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に

対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電

磁的方法による承諾を得なければならない。 

 (1) 第４項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事業者が使用するも

の 

 (2) （略） 

７ （略） 

第９条～第１６条 （略） 

 （指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

第１７条 指定居宅介護支援の方針は、第５条に規定する基本方針及び前条に

規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

 (1)・(2) （略） 

 

 

算機による情報処理の用に供されるものをいう。第３８条第１項において

同じ。）に係る記録媒体をいう。）をもって調製するファイルに第１項に

規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

６ （略） 

７ 指定居宅介護支援事業者は、第５項の規定により第１項に規定する重要事

項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に

対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電

磁的方法による承諾を得なければならない。 

 (1) 第５項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事業者が使用するも

の 

 (2) （略） 

８ （略） 

第９条～第１６条 （略） 

 （指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

第１７条 指定居宅介護支援の方針は、第５条に規定する基本方針及び前条に

規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

 (1)・(2) （略） 

 (3) 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束そ
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        改        正        前                 改        正        後         

 

 

 

 

 (3)～(13) （略） 

 (14)介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の

提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔機

能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるも

のを、利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供

するものとする。 

 (15)介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、利用者及びその家族、

指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情

のない限り、次に定めるところにより行わなければならない。 

  ア 少なくとも１月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するこ

と。 

 

 

 

 

の他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行

ってはならない。 

 (4) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

 (5)～(15) （略） 

 (16)介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の

提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔機

能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるも

のを、利用者の同意を得て主治の医師等又は薬剤師に提供するものとす

る。 

 (17)介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、利用者及びその家族、

指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情

のない限り、次に定めるところにより行わなければならない。 

  ア 少なくとも１月に１回、利用者に面接すること。 

 

  イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこ

と。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも２月に

１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の居宅

を訪問しない月においては、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面

-
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-



 

        改        正        前                 改        正        後         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ （略） 

 (16) （略） 

 (17)第３号から第１２号までの規定は、第１３号に規定する居宅サービス計

画の変更について準用する。 

 (18)～(29) （略）  

 (30)指定居宅介護支援事業者は、法第１１５条の２３第３項の規定に基づ

き、指定介護予防支援事業者から指定介護予防支援の業務の委託を受ける

に当たっては、その業務量等を勘案し、当該指定居宅介護支援事業者が行

う指定居宅介護支援の業務が適正に実施できるよう配慮しなければならな

接することができるものとする。 

(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により

利用者の同意を得ていること。 

(ｲ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医

師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

    (ⅰ)利用者の心身の状況が安定していること。 

(ⅱ)利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができ

ること。 

(ⅲ)介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングで

は把握できない情報について、担当者から提供を受けること。 

  ウ （略） 

 (18) （略） 

 (19)第５号から第１４号までの規定は、第１５号に規定する居宅サービス計

画の変更について準用する。 

 (20)～(31) （略）  

 (32)指定居宅介護支援事業者は、法第１１５条の２３第３項の規定に基づ

き、地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者から指

定介護予防支援の業務の委託を受けるに当たっては、その業務量等を勘案

し、当該指定居宅介護支援事業者が行う指定居宅介護支援の業務が適正に
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        改        正        前                 改        正        後         

い。 

 (31) （略） 

第１８条～第２７条 （略） 

 （掲示） 

第２８条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所の見やすい場

所に、運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その他の利用申込者の

サービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指

定居宅介護支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲

覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

 

 

第２９条～第３５条 （略） 

 （記録等の整備） 

第３６条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関

する次に掲げる記録等を整備し、当該記録等に係る居宅サービス計画の完了

の日（第３号に掲げる記録にあっては当該通知の日、第５号に掲げる記録に

実施できるよう配慮しなければならない。 

 (33) （略） 

第１８条～第２７条 （略） 

 （掲示） 

第２８条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所の見やすい場

所に、運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その他の利用申込者の

サービスの選択に資すると認められる重要事項（以下この条において「重要

事項」という。）を掲示しなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、重要事項を記載した書面を当該指定居宅介護

支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させるこ

とにより、前項の規定による掲示に代えることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載

しなければならない。 

第２９条～第３５条 （略） 

 （記録等の整備） 

第３６条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関

する次に掲げる記録等を整備し、その完結の日から５年間保存しなければな

らない。 
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        改        正        前                 改        正        後         

あっては当該記録を作成した日）から５年間保存しなければならない。 

 (1) 第１７条第１３号の規定に基づく指定居宅サービス事業者等との連絡調

整に関する記録 

 (2) （略） 

 

 

 (3) （略） 

 (4) 第３２条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 (5) 第３３条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いての記録 

第３７条 （略） 

 （電磁的記録等） 

第３８条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者

は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において

書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体

物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定され、又は想定さ

れるもの（第１１条（前条において準用する場合を含む。）及び第１７条第

２８号（前条において準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを

 

 (1) 第１７条第１５号の規定に基づく指定居宅サービス事業者等との連絡調

整に関する記録 

(2) （略） 

 (3) 第１７条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 (4) （略） 

 (5) 第３２条第２項の規定による苦情の内容等の記録 

 (6) 第３３条第２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置に

ついての記録 

第３７条 （略） 

 （電磁的記録等） 

第３８条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者

は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において

書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体

物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定され、又は想定さ

れるもの（第１１条（前条において準用する場合を含む。）及び第１７条第

３０号（前条において準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを
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        改        正        前                 改        正        後         

除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作

られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）により行うことができる。 

２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行う

ことができる。 

 

 

２ （略） 
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議案第１１号 

 

 

池田市指定居宅サービス事業者等の指定及び指定 

の更新に係る手数料条例の一部改正についてああ 

 

 

 池田市指定居宅サービス事業者等の指定及び指定の更新に係る手数料条例の

一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

  介護保険法の一部改正により指定居宅介護支援事業者が指定介護予防支援

事業者の指定の対象になったことから、同一事業所で一体的に運営するため

の指定居宅介護支援事業者と指定介護予防支援事業者の指定の更新等の同時

申請に係る手数料の額を定めるため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

   池田市指定居宅サービス事業者等の指定及び指定の更新に係る手数料条

例の一部を改正する条例（案） 

 

 池田市指定居宅サービス事業者等の指定及び指定の更新に係る手数料条例

（平成２６年池田市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

 第２条の表備考に次の２項を加える。 

  ７ ６の項及び１２の項の規定にかかわらず、同一事業所において、指定

居宅介護支援事業と指定介護予防支援事業との一体的な運営を行うた

め、６の項及び１２の項に規定する指定の更新の申請を２件同時に行う

場合の手数料の額は、２件合わせて１０，０００円とする。 

  ８ ６の項及び１１の項の規定にかかわらず、同一事業所において、指定

居宅介護支援事業と指定介護予防支援事業との一体的な運営を行うた

め、６の項に規定する指定の更新の申請と同時に指定介護予防支援事業

を廃止し、かつ、１１の項に規定する指定の申請を行う場合に係る手数

料の額は、２件合わせて１０，０００円とする。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１１号  説  明 

 

池田市指定居宅サービス事業者等の指定及び指定 

の更新に係る手数料条例の一部改正について ・ 

 

１ 同一事業所において指定居宅介護支援事業と指定介護予防支援事業との一

体的な運営を行うため、指定居宅介護支援事業者の指定の更新と指定介護予

防支援事業者の指定の更新の申請を２件同時に行う場合及び指定居宅介護支

援事業者の指定の更新の申請と同時に指定の期間をそろえるため指定介護予

防支援事業を廃止して指定介護予防支援事業者の指定の申請を行う場合に係

る手数料の額を定めるものであること。 

（第２条の改正関係） 

２ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第１１号  参  考 

池田市指定居宅サービス事業者等の指定及び指定の更新に係る手数料条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前                 改        正        後         

第１条 （略） 

 （手数料） 

第２条 市長は、次表の中欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げ

る金額の手数料を申請の際に当該申請を行う者から徴収する。 

  

 備考 

  １～６ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３条～第５条 （略） 

第１条 （略） 

 （手数料） 

第２条 市長は、次表の中欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げ

る金額の手数料を申請の際に当該申請を行う者から徴収する。 

  

 備考 

  １～６ （略） 

  ７ ６の項及び１２の項の規定にかかわらず、同一事業所において、指定

居宅介護支援事業と指定介護予防支援事業との一体的な運営を行うた

め、６の項及び１２の項に規定する指定の更新の申請を２件同時に行う

場合の手数料の額は、２件合わせて１０，０００円とする。 

  ８ ６の項及び１１の項の規定にかかわらず、同一事業所において、指定

居宅介護支援事業と指定介護予防支援事業との一体的な運営を行うた

め、６の項に規定する指定の更新の申請と同時に指定介護予防支援事業

を廃止し、かつ、１１の項に規定する指定の申請を行う場合に係る手数

料の額は、２件合わせて１０，０００円とする。 

第３条～第５条 （略） 
 

（略） （略） 
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議案第１２号 

 

 

池田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定 

介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法 

に関する基準を定める条例の一部改正についてああああああ 

 

 

 池田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

理  由 

  指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部改正に伴い、本

条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

   池田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例（案） 

 

 池田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成

２６年池田市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

 第４条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者で

ある指定介護予防支援事業者」に改め、「（以下「指定介護予防支援事業所」

という。）」を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係

る事業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の

介護支援専門員を置かなければならない。 

 第５条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所（以

下「指定介護予防支援事業所」という。）」に改め、同条第２項中「前項に規

定する」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が

前項の規定により置く」に改め、同条に次の２項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規定に

より置く管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第

１４０条の６６第１号イ(3)に規定する主任介護支援専門員（以下この項に

おいて「主任介護支援専門員」という。）でなければならない。ただし、主

任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合

については、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を第１項に規

定する管理者とすることができる。 
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４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただ

し、次に掲げる場合は、この限りでない。 

 (1) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務

に従事する場合 

 (2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護予防

支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１２号  説  明 

 

池田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定 

介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法 

に関する基準を定める条例の一部改正について       

 

１ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）の一部改正により指定介護予防支

援事業者の指定の対象が拡大され、従来の地域包括支援センターの設置者の

ほか、指定居宅介護支援事業者が追加されたことに伴い、指定居宅介護支援

事業者である指定介護予防支援事業者が指定介護予防支援を提供する事業所

における従業者の員数及び管理者の基準を定めるものであること。 

（第４条及び第５条の改正関係） 

２ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第１２号  参  考 

池田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例（案）対照表 

        改        正        前                 改        正        後         

第１条～第３条 （略）  

 （従業者の員数） 

第４条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定介護

予防支援事業所」という。）ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供

に当たる必要な数の保健師その他の指定介護予防支援に関する知識を有する

職員を置かなければならない。 

 

 

 

 （管理者） 

第５条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに常勤の管

理者を置かなければならない。 

２ 前項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければならな

い。ただし、指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合は、当該指定

介護予防支援事業所の他の職務に従事し、又は当該指定介護予防支援事業者

である地域包括支援センターの職務に従事することができるものとする。 

第１条～第３条 （略） 

 （従業者の員数） 

第４条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者は、当

該指定に係る事業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる

必要な数の保健師その他の指定介護予防支援に関する知識を有する職員を置

かなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係

る事業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の

介護支援専門員を置かなければならない。 

 （管理者） 

第５条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定介護

予防支援事業所」という。）ごとに常勤の管理者を置かなければならない。 

２ 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項の規

定により置く管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。た

だし、指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合は、当該指定介護予

防支援事業所の他の職務に従事し、又は当該指定介護予防支援事業者である

-
 
1
6
3
 
-



 

        改        正        前                 改        正        後         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６条～第８条 （略） 

 

 

 

 

地域包括支援センターの職務に従事することができるものとする。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規定に

より置く管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第

１４０条の６６第１号イ(3)に規定する主任介護支援専門員（以下この項に

おいて「主任介護支援専門員」という。）でなければならない。ただし、主

任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合

については、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を第１項に規

定する管理者とすることができる。 

４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただ

し、次に掲げる場合は、この限りでない。 

 (1) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務

に従事する場合 

 (2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護予防

支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

第６条～第８条 （略） 
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議案第１３号 

 

 

池田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に 

関する基準を定める条例の一部改正についてああああああああ 

 

 

 池田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

  指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準の一部

改正に伴い、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

   池田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例（案） 

 

 池田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成２５年池田市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 第４２条第２項中「第３８条３項」を「第３８条第３項」に改める。 

 第４３条中「介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１７条

の１０に規定する看護小規模多機能型居宅介護」を「法第８条第２３項第１号

に規定するもの」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１３号  説  明 

 

池田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に 

関する基準を定める条例の一部改正について       ・ 

 

１ 文言の整理を行うものであること。 

（第４２条の改正関係） 

２ 引用条項を改めるものであること。 

（第４３条の改正関係） 

３ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第１３号  参  考 

池田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前                 改        正        後         

第１条～第４１条 （略） 

 （ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の基本方針） 

第４２条 （略） 

２ 第３８条３項の規定にかかわらず、ユニット型指定地域密着型介護老人福

祉施設は、地域や家庭との結び付きを重視した運営を行い、市、居宅介護支

援事業者、居宅サービス事業者、地域密着型サービス事業者、他の介護保険

施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連

携に努めなければならない。 

 （基本方針） 

第４３条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（介護保険法施

行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１７条の１０に規定する看護小規

模多機能型居宅介護に限る。以下「指定看護小規模多機能型居宅介護」とい

う。）の事業は、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する

基準（平成１１年厚生省令第３７号）第５９条に規定する訪問看護の基本方

針及び第２６条に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえて行

うものでなければならない。 

第４４条～第４７条 （略） 

第１条～第４１条 （略） 

 （ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の基本方針） 

第４２条 （略） 

２ 第３８条第３項の規定にかかわらず、ユニット型指定地域密着型介護老人

福祉施設は、地域や家庭との結び付きを重視した運営を行い、市、居宅介護

支援事業者、居宅サービス事業者、地域密着型サービス事業者、他の介護保

険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な

連携に努めなければならない。 

 （基本方針） 

第４３条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（法第８条第２

３項第１号に規定するものに限る。以下「指定看護小規模多機能型居宅介

護」という。）の事業は、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営

に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号）第５９条に規定する訪問看護

の基本方針及び第２６条に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方針を踏

まえて行うものでなければならない。 

 

第４４条～第４７条 （略） 
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議案第１４号 

 

 

池田市の風致地区内における建築等の規制に関する条例 

の一部改正について                 

 

 

池田市の風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定める。 

 

 

  令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

  風致地区内における建築等の規制に係る条例の制定に関する基準を定める

政令の一部改正に伴い、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市の風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部を改正す

る条例（案） 

 

 池田市の風致地区内における建築等の規制に関する条例（平成１６年池田市

条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第２号中「又は電気工作物若しくは」を「、電気事業（電気事業法

（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１６号に規定する電気事業をい

う。）の用に供する電気工作物又は」に、「及び発電の用に供する」を「並び

に発電用の電気工作物及び発電事業（同項第１４号に規定する発電事業をい

う。）の用に供する蓄電用の」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１４号  説  明 

 

池田市の風致地区内における建築等の規制に関する条例 

の一部改正について                 

 

１ 市長の許可又は市長への協議を要しない風致地区内における電気工作物の

設置又は管理に係る行為から除外する行為について、従来の発電用の電気工

作物の新設に係る行為のほか、発電事業の用に供する蓄電用の電気工作物の

新設に係る行為を追加するものであること。 

（第３条の改正関係） 

２ この条例は、公布の日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第１４号  参  考 

池田市の風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条・第２条 （略） 

（適用除外） 

第３条 次に掲げる行為については、前条第１項の許可を受け、又は同条第３

項の規定による協議をすることを要しない。この場合において、これらの行

為をしようとする者は、あらかじめ、市長にその旨を通知しなければならな

い。 

(1) （略） 

(2) 道路、鉄道若しくは軌道、国若しくは地方公共団体が行う通信業務、認

定電気通信事業若しくは基幹放送の用に供する線路若しくは空中線系、水

道若しくは下水道又は電気工作物若しくはガス工作物の設置又は管理に係

る行為（自動車専用道路以外の道路、駅、操車場、車庫及び発電の用に供

する電気工作物の新設に係るものを除く。）であって、都市の風致の維持

に著しい支障を及ぼすおそれがないものとして規則で定めるもの 

 

 

 

(3) （略） 

第１条・第２条 （略） 

（適用除外） 

第３条 次に掲げる行為については、前条第１項の許可を受け、又は同条第３

項の規定による協議をすることを要しない。この場合において、これらの行

為をしようとする者は、あらかじめ、市長にその旨を通知しなければならな

い。 

(1) （略） 

(2) 道路、鉄道若しくは軌道、国若しくは地方公共団体が行う通信業務、認

定電気通信事業若しくは基幹放送の用に供する線路若しくは空中線系、水

道若しくは下水道、電気事業（電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）

第２条第１項第１６号に規定する電気事業をいう。）の用に供する電気工

作物又はガス工作物の設置又は管理に係る行為（自動車専用道路以外の道

路、駅、操車場、車庫並びに発電用の電気工作物及び発電事業（同項第１

４号に規定する発電事業をいう。）の用に供する蓄電用の電気工作物の新

設に係るものを除く。）であって、都市の風致の維持に著しい支障を及ぼ

すおそれがないものとして規則で定めるもの 

(3) （略） 
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        改        正        前         改        正        後 

第４条～第１１条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条～第１１条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

-
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議案第１５号 

 

 

池田市建築基準法施行条例の一部改正について 

           ああ 

 

 池田市建築基準法施行条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

 

 

理  由 

  建築基準法の一部改正により創設された建築副主事について規定を整備し、

また、建築基準法施行令の一部改正により創設された既存不適格建築物の大

規模修繕等に対する制限の緩和措置の適用に係る認定制度についてその申請

に係る手数料の額を定めるため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

   池田市建築基準法施行条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市建築基準法施行条例（平成１３年池田市条例第２２号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第１項中「建築主事」の次に「又は建築副主事」を加え、「届出なけ

れば」を「届け出なければ」に改める。 

別表中６３の項を６５の項とし、６２の項を６４の項とし、６１の項を６３

の項とし、６０の項の次に次のように加える。 

６１ 令第１３７条の１２第６項の規定による認

定の申請 

２７，０００円 

６２ 令第１３７条の１２第７項の規定による認

定の申請 

２７，０００円 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１５号  説  明 

 

池田市建築基準法施行条例の一部改正について 

 

１ 工事監理者の選任又は変更の届出に係る規定において、建築副主事の建築

確認を受ける建築物又は工作物について対応するための整備を行うものであ

ること。 

（第２条の改正関係） 

２ 既存不適格建築物の接道義務及び道路内建築制限の適用を受けない大規模

修繕等の認定の申請に係る手数料の額を定めるものであること。 

（別表の改正関係） 

３ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第１５号  参  考 

池田市建築基準法施行条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条 （略） 

 （工事監理者の選任の届出） 

第２条 法第６条第１項（法第８８条第１項及び第２項において準用する場合

を含む。）の建築主事の確認を受ける建築物の建築主又は工作物の築造主が

工事監理者を選任し、又は変更したときは、工事監理者と共同して市長に届

出なければならない。 

２・３ （略） 

第３条～第９条 （略） 

別表（第５条関係）                           

 

 

 

 

 

 

 

 

第１条 （略） 

 （工事監理者の選任の届出） 

第２条 法第６条第１項（法第８８条第１項及び第２項において準用する場合

を含む。）の建築主事又は建築副主事の確認を受ける建築物の建築主又は工

作物の築造主が工事監理者を選任し、又は変更したときは、工事監理者と共

同して市長に届け出なければならない。 

２・３ （略） 

第３条～第９条 （略） 

別表（第５条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 区分 金額 

１～６０ （略） 

 

６１～６３ （略） 

 

 区分 金額 

１～６０ （略） 

６１ 令第１３７条の１２第６項の規定によ

る認定の申請 

２７，０００円 

６２ 令第１３７条の１２第７項の規定によ

る認定の申請 

２７，０００円 

６３～６５ （略） 

 

-
 
1
7
7
 
-



        改        正        前         改        正        後 

備考 （略） 

付表１～付表１０ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 （略） 

付表１～付表１０ （略） 

 

 

-
 
1
7
8
 
-



議案第１６号 

 

 

池田市都市の低炭素化の促進に関する法律に係る手数料条例 

及び池田市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 

に係る手数料条例の一部改正についててててててててててて 

           ああ 

 

 池田市都市の低炭素化の促進に関する法律に係る手数料条例及び池田市建築

物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に係る手数料条例の一部を改正す

る条例を次のように定める。 

 

 

  令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

理  由 

  脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律等の一部を改正する法律等の施行により建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律等の題名が改正されることについて、所要の規定の整

理を行うため、関係条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

   池田市都市の低炭素化の促進に関する法律に係る手数料条例及び池田市

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に係る手数料条例の一

部を改正する条例（案） 

 

 （池田市都市の低炭素化の促進に関する法律に係る手数料条例の一部改正） 

第１条 池田市都市の低炭素化の促進に関する法律に係る手数料条例（平成２

５年池田市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物

のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。          

（池田市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に係る手数料条例

の一部改正） 

第２条 池田市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に係る手数料

条例（平成２８年池田市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

  題名を次のように改める。 

    池田市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に係る手数

料条例 

  第１条中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物

のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。 

  第２条中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則」を

「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１６号  説  明 

 

池田市都市の低炭素化の促進に関する法律に係る手数料条例 

及び池田市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 

に係る手数料条例の一部改正について           

 

１ 池田市都市の低炭素化の促進に関する法律に係る手数料条例（平成２５年

池田市条例第３号）の一部改正〔第１条関係〕 

引用法令の題名を改めるものであること。 

（第１条中第２条の改正関係） 

２ 池田市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に係る手数料条例

（平成２８年池田市条例第１０号）の一部改正〔第２条関係〕 

 (1) 題名を改めるものであること。 

（第２条中題名の改正関係） 

 (2) 引用法令の題名を改めるものであること。 

（第２条中第１条及び第２条の改正関係） 

３ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 

- 181 -



議案第１６号  参  考 

池田市都市の低炭素化の促進に関する法律に係る手数料条例及び池田市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に係る手数料条例の一部を改正する

条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

  １ 池田市都市の低炭素化の促進に関する法律に係る手数料条例 

第１条 （略） 

 （定義） 

第２条 この条例の用語の意義は、法、法に基づく政令、都市の低炭素化の促

進に関する法律施行規則（平成２４年国土交通省令第８６号。以下「省令」

という。）、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１

号）及び建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律

第５３号）の定めるところによる。 

第３条～第６条 （略） 

２ 池田市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に係る手数料

条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規

定により、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法

律第５３号。以下「法」という。）に係る事務の手数料の徴収に関し必要な

事項を定めるものとする。 

  １ 池田市都市の低炭素化の促進に関する法律に係る手数料条例 

第１条 （略） 

 （定義） 

第２条 この条例の用語の意義は、法、法に基づく政令、都市の低炭素化の促

進に関する法律施行規則（平成２４年国土交通省令第８６号。以下「省令」

という。）、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１

号）及び建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年法

律第５３号）の定めるところによる。 

第３条～第６条 （略） 

２ 池田市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に係る手数

料条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規

定により、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年

法律第５３号。以下「法」という。）に係る事務の手数料の徴収に関し必要

な事項を定めるものとする。 

-
 
1
8
2
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 （定義） 

第２条 この条例の用語の意義は、法、法に基づく政令、建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する法律施行規則（平成２８年国土交通省令第５号。以

下「省令」という。）及び住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１

年法律第８１号）の定めるところによる。 

第３条～第６条 （略） 

  

 （定義） 

第２条 この条例の用語の意義は、法、法に基づく政令、建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成２８年国土交通省令第５号。

以下「省令」という。）及び住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１

１年法律第８１号）の定めるところによる。 

第３条～第６条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

-
 
1
8
3
 
-



議案第１７号 

 

 

五月山景観保全条例の一部改正について 

 

 

五月山景観保全条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

 

 

理  由 

  宅地造成等規制法の一部を改正する法律の施行により宅地造成等規制法の

題名が改正されたことについて所要の規定の整理を行うとともに、文言の整

備を行うため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

五月山景観保全条例の一部を改正する条例（案） 

 

 五月山景観保全条例（平成８年池田市条例第２２号）の一部を次のように改

正する。 

 第２条第１号ア中「。以下同じ」を削る。 

 第７条第１項ただし書中「の各号」を削り、「ではない」を「でない」に改

め、同項第２号中「第２９条第２号」を「第２９条第１項第２号」に改め、同

項第５号中「宅地造成等規制法（昭和３６法律第１９１号）」を「宅地造成及

び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）の規定により必要な手続」

に、「これらの法手続き」を「その手続」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１７号  説  明 

 

五月山景観保全条例の一部改正について 

 

１ 文言の整備を行うものであること。 

                         （第２条の改正関係） 

２ 引用法令の題名を改めるとともに、文言の整備を行うものであること。 

（第７条の改正関係） 

３ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第１７号  参  考 

五月山景観保全条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条 （略） 

（定義） 

第２条 この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

(1) 建築物等 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規

定する建築物及び次に掲げる工作物をいう。 

ア 空中線系（その支柱物を含む。以下同じ。） 

イ～カ （略） 

 (2)～(7) （略） 

第３条～第６条 （略） 

（景観保全地区内における行為の許可等） 

第７条 景観保全地区内において新築等又は現状変更行為（以下「現状変更行

為等」という。）をしようとする者は、あらかじめ、市長の許可を受けなけ

ればならない。ただし、次の各号に掲げる現状変更行為等については、この

限りではない。 

(1) （略） 

(2) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第２号に規定するも

第１条 （略） 

（定義） 

第２条 この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

(1) 建築物等 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規

定する建築物及び次に掲げる工作物をいう。 

ア 空中線系（その支柱物を含む。） 

イ～カ （略） 

 (2)～(7) （略） 

第３条～第６条 （略） 

（景観保全地区内における行為の許可等） 

第７条 景観保全地区内において新築等又は現状変更行為（以下「現状変更行

為等」という。）をしようとする者は、あらかじめ、市長の許可を受けなけ

ればならない。ただし、次に掲げる現状変更行為等については、この限りで

ない。 

(1) （略） 

(2) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項第２号に規定

-
 
1
8
7
 
-



        改        正        前         改        正        後 

のに係る新築等 

(3)・(4) （略） 

(5) 景観保全地区が指定された際、既に都市計画法若しくは宅地造成等規制 

法（昭和３６法律第１９１号）に係る事前の協議において本市と五月山景

観の保全について合意している行為又はこれらの法手続きが完了している

行為 

(6)・(7) （略） 

２・３ （略） 

第８条～第２４条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

するものに係る新築等 

(3)・(4) （略） 

(5) 景観保全地区が指定された際、既に都市計画法若しくは宅地造成及び特 

定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）の規定により必要な手続に

係る事前の協議において本市と五月山景観の保全について合意している行

為又はその手続が完了している行為 

(6)・(7) （略） 

２・３ （略） 

第８条～第２４条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

-
 
1
8
8
 
-



議案第１８号 

 

 

池田市消防保安行政事務手数料条例の一部改正について 

 

 

池田市消防保安行政事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

 

令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

 

理  由   

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、本条例の一

部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市消防保安行政事務手数料条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市消防保安行政事務手数料条例（平成２３年池田市条例第１１号）の一

部を次のように改正する。 

別表第４の１の部中「（移動式製造設備（高圧ガスの製造のための

設備で移動することができるように設計したものをいう。以下同じ。）

のみを使用して高圧ガスの製造をする」を「（(2)及び(3)に規定する」

に、「(2) 法第５条第１項第１号に該当する者で移動式製造設備のみを

使用して高圧ガスの製造をするもの」を「(2) 法第５条第１項第１号

に該当する者で移動式製造設備（高圧ガスの製造のための設備で移動

することができるように設計したものをいう。以下同じ。）のみを使

用して高圧ガスの製造をするもの（(3)に規定する者を除く。）」に、 

「 

 

 

 

 

 

                               を 

 

 

 

 

 

                                 」 

(3) 法第５条第１項第

２号に該当する者 

設備に係る冷凍能力が

３，０００トン以上の

場合 

１１０，０００円 

設備に係る冷凍能力が

１，０００トン以上

３，０００トン未満の

場合 

８７，０００円 

設備に係る冷凍能力が

３００トン以上１，０

００トン未満の場合 

６８，０００円 

設備に係る冷凍能力が

１００トン以上３００

トン未満の場合 

５４，０００円 

設備に係る冷凍能力が

２０トン以上１００ト

ン未満の場合 

３６，０００円 
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「 

 

 

 

 

 

 

 

                                  に 

 

 

 

 

 

 

 

                                 」 

改め、同表の５の部中「（昭和４２年法律第１４９号）」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の別表第４の規定は、この条例の施行の日以後の申

請に係る手数料について適用し、同日前の申請に係る手数料については、な

お従前の例による。 

(3) 法第５条第１項第１号に該当する者で移動

式製造設備のみを使用して高圧ガスの製造を

するもののうち、当該移動式製造設備につい

て液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正

化に関する法律（昭和４２年法律第１４９

号）第３７条の４第１項の許可を受けたもの 

６，０００円 

(4) 法第５条第１項第

２号に該当する者 

設備に係る冷凍能力が

３，０００トン以上の

場合 

１１０，０００円 

 

設備に係る冷凍能力が

１，０００トン以上

３，０００トン未満の

場合 

８７，０００円 

 

設備に係る冷凍能力が

３００トン以上１，０

００トン未満の場合 

６８，０００円 

設備に係る冷凍能力が

１００トン以上３００

トン未満の場合 

５４，０００円 

設備に係る冷凍能力が

２０トン以上１００ト

ン未満の場合 

３６，０００円 
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議案第１８号  説  明 

 

池田市消防保安行政事務手数料条例の一部改正について 

 

１ 高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号）に基づく圧縮、液化等の方

法で一定以上の容積のガスを処理することができる移動式製造設備のみを使

用した高圧ガスの製造に係る許可申請の審査について、当該移動式製造設備

が、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２年

法律第１４９号）に基づき販売事業の用に供する液化石油ガスの供給設備に

液化石油ガスを充てんするための設備として許可を受けたものである場合に

は、当該審査に係る手数料の額は、６，０００円とするものであること。 

（別表第４の改正関係） 

２ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。また、所要

の経過措置を設けるものであること。 

                         （改正条例附則関係） 
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議案第１８号  参  考 

池田市消防保安行政事務手数料条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

本則 （略） 

別表第１～別表第３ （略） 

別表第４（第２条関係） 

 高圧ガス保安法関係手数料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本則 （略） 

別表第１～別表第３ （略） 

別表第４（第２条関係） 

 高圧ガス保安法関係手数料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務 区分 金額 

１ 高圧ガス保

安法（昭和

２６年法律

第２０４

号。以下こ

の表におい

て「法」と

いう。）第

５条第１項

の規定によ

る高圧ガス

の製造の許

可の申請に

対する審査 

(1) 法第５条第１

項第１号に該当

する者（移動式

製造設備（高圧

ガスの製造のた

めの設備で移動

することができ

るように設計し

たものをいう。

以下同じ。）の

みを使用して高

圧ガスの製造を

す る 者 を 除

く。） 

（略） 

(2) 法第５条第１

事務 区分 金額 

１ 高圧ガス保

安法（昭和

２６年法律

第２０４

号。以下こ

の表におい

て「法」と

いう。）第

５条第１項

の規定によ

る高圧ガス

の製造の許

可の申請に

対する審査 

(1) 法第５条第１

項第１号に該当

する者（(2)及

び(3)に規定す

る者を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

(2) 法第５条第１

-
 
1
9
3
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  項第１号に該当

する者で移動式

製造設備のみを

使用して高圧ガ

スの製造をする

もの 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

(3) 法第５条第１

項第２号に該当

する者 

設備に係る冷凍

能力が３，００

０トン以上の場

合 

 

 

１１０，０００円 

設備に係る冷凍

能力が１，００

０トン以上３，

０００トン未満

８７，０００円 

  項第１号に該当

する者で移動式

製造設備（高圧

ガスの製造のた

めの設備で移動

することができ

るように設計し

たものをいう。

以下同じ。）の

みを使用して高

圧ガスの製造を

するもの（(3)

に規定する者を

除く。） 

（略） 

(3) 法第５条第１項第１号に該当す

る者で移動式製造設備のみを使用

して高圧ガスの製造をするものの

うち、当該移動式製造設備につい

て液化石油ガスの保安の確保及び

取引の適正化に関する法律（昭和

４２年法律第１４９号）第３７条

の４第１項の許可を受けたもの 

６，０００円 

(4) 法第５条第１

項第２号に該当

設備に係る冷凍

能力が３，００

１１０，０００円 

-
 
1
9
4
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   の場合 

 

 

 

設備に係る冷凍

能力が３００ト

ン以上１，００

０トン未満の場

合 

 

 

６８，０００円 

設備に係る冷凍

能力が１００ト

ン以上３００ト

ン未満の場合 

 

 

５４，０００円 

設備に係る冷凍

能力が２０トン

以上１００トン

未満の場合 

 

 

３６，０００円 

２～４ （略） 

５ 法第２０条 （略） 

  する者 ０トン以上の場

合 

 

 

設備に係る冷凍

能力が１，００

０トン以上３，

０００トン未満

の場合 

８７，０００円 

設備に係る冷凍

能力が３００ト

ン以上１，００

０トン未満の場

合 

６８，０００円 

設備に係る冷凍

能力が１００ト

ン以上３００ト

ン未満の場合 

５４，０００円 

設備に係る冷凍

能力が２０トン

以上１００トン

未満の場合 

３６，０００円 

２～４ （略） 

５ 法第２０条 （略） 

-
 
1
9
5
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

備考 （略） 

別表第５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 備考 （略） 

別表第５ （略） 

 

 第１項の規

定による高

圧ガスの製

造のための

施設又は第

一種貯蔵所

の完成検査 

(2) 法第５条第１項の許可に係る液

化石油ガスの製造のための施設で

あって、液化石油ガスの保安の確

保及び取引の適正化に関する法律

（昭和４２年法律第１４９号）

第３７条の３第１項の完成検査を

受け、同法第３７条の技術上の基

準に適合していると認められたも

の 

（略） 

（略） 

６～９ （略） 

 

 第１項の規

定による高

圧ガスの製

造のための

施設又は第

一種貯蔵所

の完成検査 

(2) 法第５条第１項の許可に係る液

化石油ガスの製造のための施設で

あって、液化石油ガスの保安の確

保及び取引の適正化に関する法律

第３７条の３第１項の完成検査を

受け、同法第３７条の技術上の基

準に適合していると認められたも

の 

 

（略） 

（略） 

６～９ （略） 

 

-
 
1
9
6
 
-



議案第１９号 

 

 

池田市宅地造成等規制法に係る手数料条例の廃止について 

 

 

池田市宅地造成等規制法に係る手数料条例を廃止する条例を次のように定め

る。 

 

 

令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

 

理  由 

大阪府建築都市行政事務に係る事務処理の特例に関する条例の一部改正に

より、大阪府知事の権限に属する宅地造成等規制法に基づく事務の一部を本

市が処理することとする特例が廃止されるため、本条例を廃止するものであ

る。 

- 197 -



池田市条例第  号 

 

池田市宅地造成等規制法に係る手数料条例を廃止する条例（案） 

 

池田市宅地造成等規制法に係る手数料条例（平成１５年池田市条例第２１号）

は、廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による廃止前の池田市宅地造成等規制法に係る手数料条例の規定

により徴収した手数料の還付については、なお従前の例による。 
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議案第１９号  説  明 

 

池田市宅地造成等規制法に係る手数料条例の廃止について 

 

１ 本条例を廃止するものであること。 

（本則関係） 

２ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。また、所要

の経過措置を設けるものであること。 

（附則関係） 
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議案第２０号 

 

 

池田市土砂等による土地の埋立て等の規制 

に関する条例の廃止について       

 

 

池田市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例を廃止する条例を次

のように定める。 

 

 

令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

宅地造成等規制法の一部を改正する法律の施行により、宅地造成及び特定

盛土等規制法において特定の盛土等の規制として包括的に土砂等による土地

の埋立て等の規制について定められたため、本条例を廃止するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例を廃止する条例

（案） 

 

池田市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（平成３０年池田市

条例第８号）は、廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前にされたこの条例によ

る廃止前の池田市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（以下

「旧条例」という。）第１２条第１項若しくは第２項又は第１４条第２項の

規定による許可又は変更許可の申請であって、この条例の施行の際許可又は

変更許可をするかどうかの処分がされていないものについての許可又は変更

許可の処分については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際現に旧条例第８条の許可を受けている者又は施行日以

後に前項の規定によりなお従前の例によることとされる同条の許可を受ける

者に関する旧条例第１０条第３項、第１３条第１項、第１４条第５項、第１

５条から第２２条まで、第２３条（休止に係る部分を除く。）、第２４条、

第２５条第１項及び第３項から第５項まで並びに第２６条から第３４条まで

の規定の適用については、当該許可の期間が満了する日までの間（施行日か

ら当該許可の期間が満了する日までに旧条例第２５条第１項若しくは第３項

から第５項まで又は第２６条第１項の規定による命令を受けた者にあっては

当該命令に係る事由が消滅する日又は当該許可の期間が満了する日のいずれ
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か遅い日までの間、施行日以後の期間において当該許可に係る土砂埋立て等

を２月以上休止する者にあっては当該休止の期間の初日（施行日前から継続

して休止をしている場合にあっては、施行日）から起算して２月を経過する

日又は当該許可の期間が満了する日のいずれか早い日までの間）は、なお従

前の例による。 

４ この条例の施行前にされた旧条例第２５条の規定による命令を受けた者に

係る旧条例第１３条第１項第４号及び第５号、第２０条第３項、第３０条第

１項並びに第３１条の規定の適用については、当該命令に係る事由が消滅す

る日までの間は、なお従前の例による。 

５ この条例の施行前にした行為及び前２項の規定によりなお従前の例による

こととされる場合におけるこの条例の施行後にした行為に対する罰則の適用

については、なお従前の例による。 
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議案第２０号  説  明 

 

池田市土砂等による土地の埋立て等の規制 

に関する条例の廃止について       

 

１ 本条例を廃止するものであること。 

（本則関係） 

２ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。また、所要

の経過措置を設けるものであること。 

（附則関係） 
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議案第２１号 

 

 

豊中市・吹田市・池田市・箕面市・摂津市消防通信指令 

事務協議会規約の変更に関する協議について      

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の６の規定により、豊中

市・吹田市・池田市・箕面市・摂津市消防通信指令事務協議会規約の一部を変

更するため、次の規約案に基づき、関係市と協議する。 

 

 

令和６年２月２８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

理  由 

豊中市・吹田市・池田市・箕面市・摂津市消防通信指令事務協議会の事務

所の移転に伴い、豊中市・吹田市・池田市・箕面市・摂津市消防通信指令事

務協議会規約の一部変更について関係市と協議を行うため、本議案を提出す

るものである。 
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豊中市・吹田市・池田市・箕面市・摂津市消防通信指令事務協議会規約

の一部を変更する規約（案） 

 

豊中市・吹田市・池田市・箕面市・摂津市消防通信指令事務協議会規約（令

和３年２月１日締結）の一部を次のように変更する。 

第５条中「吹田市江坂町１丁目２１番６号吹田市消防本部内」を「吹田市佐

竹台１丁目６番３号吹田市総合防災センター内」に改める。 

附 則 

この規約は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第２１号  説  明 

 

豊中市・吹田市・池田市・箕面市・摂津市消防通信指令 

事務協議会規約の変更に関する協議について      

 

１ 豊中市・吹田市・池田市・箕面市・摂津市消防通信指令事務協議会の事務

所の所在地を変更するものであること。 

（第５条の変更関係） 

２ この規約は、令和６年４月１日から施行するものであること。 

（変更規約附則関係） 
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議案第２１号  参  考 

豊中市・吹田市・池田市・箕面市・摂津市消防通信指令事務協議会規約の一部を変更する規約（案）対照表 

        変        更        前         変        更        後 

第１条～第４条 （略） 

（協議会の事務所） 

第５条 協議会の事務所は、吹田市江坂町１丁目２１番６号吹田市消防本部内

とする。 

第６条～第１８条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１条～第４条 （略） 

（協議会の事務所） 

第５条 協議会の事務所は、吹田市佐竹台１丁目６番３号吹田市総合防災セン

ター内とする。 

第６条～第１８条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
 
2
0
7
 
-


